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1. 計画化の内容
第 2 章 マネジメント・サイクル
京竜
前章において示Lたように，現実の管理は一連の機能〈計画化一組織化ー動機づけ一統制)
の遂行という形でおこなわれる。これがマネジメント・サイクルである(図 2-1 )。 この内
容は，パーナード (c. Barnacd) の概念を援
用してまえもって簡単に表現するならば，つぎ
のようにまとめられるであろう。
1)計画化 これは共通の目的を設定するために
目的・目標を定式化することである。
2)組織化 これは，コミュニケーションを円滑
にするための伝達体系としての組織機構をつく
りあげる創造的な活動である。
3)動機づけ これは，個人の協働意欲を確保す
るために組織が継続的に誘因を提供し続けるこ
とである。
4)統制 これは，組織を構成する人々の欲求が
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満足される(能率〉なかで共通の目的が達成されている(有効性)かをチェッグすることであ
る。
1.1. 計画化の意味
すでにあきらかにしたように，管理とは他の人々を通してものごとを為さしめることであれ
内容的に言えば， (共通の目的，コミュニケーション，協働意欲，から成立する〉組織(そし
て協働体系〕を維持していくことである。管理をどのように解釈しようとも，たとえば， \，、か
にして一定の(与件としての)目的を効果的に達成するかが最大の問題とされようとも，組織
を構成する個人の目的と対立する共通の目的に向かっていかにして個々人を協働させるかが問
題にされてい2〉としても，そこには，個人の目的と組織の目的はそのままでは必ずしも一致し
ないという「事実」が前提にされている。
このことは， (本書の直接の検討対象である〉資本主義企業の場合には，特に，明白であり，
企業の目的と(それを構成する)管理されるものの目的は，原則的には，対立する。したがっ
て，管理では，なによりもまず，いかにして共通の目的をつくりだすかが最大の問題とならざ
るをえないので、五る。しかもつぎつぎに新しい「共通の」百的を設定し続けていかなければな
らないのだ。これは，実践的には，企業の目的二争経営目標=争経営戦略=今経営計画， として解決
されている。
1. 2. 計画化の内容
協働体系の 1 つとしての資本主義企業はいうまでもなく個別資本の存在形態であり，資本の
投入をその存在の基礎としている。だが，資本とは増えてこそはじめて意味のある存在であり，
増殖せしむべき投入されたものである。したがって，企業の活動はすべて究極的には個別資本
の自己増殖との関連において理解しなければならないことになる。企業経営は利潤の追求を目
的としており，それも単なる利潤指向Tではなく，利潤極大化指向である。すなわち，個別資本
を増加せしめるものは利潤であるから，個別資本の運動は利潤に向つての運動となる。しかも，
それが増加することそれ自体が運動の本質であるがために，その運動は必す守利潤極大化への運
動とならざるをえないのである。
このように資本主義社会においては企業が利潤追求をおこなうことは経済法則的に定められ
たことであり，個人が欲すると欲せざるとに関わらず，それはいわば宿命的に背負わされたも
のであり，利潤極大化指向は「体制関連的な資本の論理」である。
ところ主，この剥潤追求は自由競争の時代にあっては，アダム・スミス流にいうならば，企
業が自らの利益を追求することには，結局， I見えざる手」の働きによって，社会の公益に貢
献する可能性があり，国益と利潤追求活動とがほぼ一致すると考えられ，その意味で利潤追求
(1) 山本安次郎・田杉競編『バーナードの経営理論』ダイヤモンド社， 1972年， 87ベージ。
( 2) C. Barnard, The Functions of the Execvtives, Harvard University Press, 1968, p. 89. 
〈山本安次郎他訳『経営者の役割』ダイヤモンド社， 1968年， 92""""'98ページ。〉
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は「客観性」を一応もちうることがで、きたのであった。言葉を換えるならば，利潤追求は社会
的に承認されていたので、あり，それを共通の目的として信じこませることが可能だったのだ。
しかしながら資本主義が独占資本主義段階にはいると利潤追求は独占利潤の追求となり，
目的がその「客観性」を失うようになってくる。もちろん，この時代にあっても「大前提とし
ての利潤追求」つまり「法則としての利潤追求」は事実・現実であり，何人もこれを否定する
ことはできない客観性をもっているのであるが，企業の目的として全ての人々に承認されるに
はその「客観性」を失うに至るのである(企業家としては，利潤追求を企業の直接の目的であ
るとはーーその反社会的性格ゆえに一一いいがたくなってきたので、ある〉。 このように独占資
本主義段階に入って利潤追求目的が目的としての「客観性」を失うや否や，様々な見解が企業
目的として展開され，経営理念論が出現するようになった。これは(今まで存在すると信じこ
ませてきた〉共通の目的が存在しないことが誰の眼にもあきらかになってしまったからである。
それでは，今日， I体制関連的な」利
潤極大化という企業目的と，客観性をも
ちえない「目的としての利潤追求J (従
って，他の目的が企業の目的とされる〉
との「対立」はどのように解決されてい
るのであろうか? これは目的と手段の
関連の問題である。この目的と手段とは
図 2-2
最高目的一第一次手段
""", 1 "'", 第三次目標一第二次手段
"" '" 1 """, 第二次目標一第三次手段
"" '" 1 "'", 第一次目標一第四次手段
(出所〉 武村勇著『科学としての経営学J ， 182ページ。
直接的には必ずしも結びつくものではないのであり(図 2-2)，現実の企業経営においては，
大前提の利潤追求に制約されつつも，それへの手段や方法・方策となると，その聞には幾多の
経路が存在している。すなわち，この目的と手段の間には様々な中間項が存在しているのだ。
たとえば，極大利潤の追求という企業目的に対して，販売高増大と多角化という二つの手段
が考えられるとする。ところが，これらの手段に対しては，それぞれ第二次的諸手段，例えば，
販売高増大についていえば，売価の切下げ，新販路の開拓，新製品の開発，効果的広告，流通
経路の短縮，販売組織の能率化などが考えられる。さらに第二次的諸手段に対しては，またそ
れぞれ第三次諸手段，例えば新製品の開発についていえば，研究スタッフの充実，新アイディ
(3) 法則としての利潤追求と目的としての利潤追求については，古林喜楽著『経営学方法論序説』三和
書房， 1967年， 45~50ページ。
(4) たとえば， P. Drucker は， <最大限利潤追求〉をもって事業の目的であると考える理論を排し，
事業の目的は顧客の創造であり，事業は 2 つの基本的機能，マーケティングと革新をもっていると主
張し，事業の目標を，①市場における地位，②革新，③生産性，④物的資源と財源，⑤収益性，⑥経
営担当者の能力と育成，⑦労働者の能力と態度，③社会的責任に置いている。 (P. Drucker, Manaｭ
gement: Tasks, ResponsibiJities, Practices, Harper & Row, 1974, p. 60.) 
また，企業の目的については，武村勇著『企業目的と組織行動』森山書店， 1982年，において詳し
く検討されている。
(5) 武村勇著『科学としての経営学』未来社， 1969年， 182~185ページ。
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アの開発方法，外国技術の導入，消費構造の変動の調査などが考えられるとしよう。
この際，企業者が効果的に極大利潤を実現しようとするならば，ただ単純にかつ観念的に，
その目的を直接に追求するものであってはならないということが重要である。彼は，ただ目的
そのものを願望するだけでなく，諸手段に一ーその階層的系列に沿って一一自分の注意を押進
めなければならない。この際，企業者が，さらにより効果的にその目的を実現するためには，
披は手段をただそれ自体として扱うだけにとどまらず，むしろ目標として行動することが要求
される。すなわち，彼は，手段を目標として，手段をあたかも本来の目的でもあるかのように
一一この場合本来の目的は潜在化する一一意識することによって，よりよくその目的を達成す
ることができるのである。
前例についていえば，極大利潤の追求という目的に対する第一次諸手段の一つである販売高
増大，第二次諸手段の一つである新製品の開発，次いで第三次諸手段の一つである新アイディ
アの開発方法という具合に，手段の下向的系列が明らかになれば，こんどは，これらの手段を
単に目的に従属する手段そのものとしてみることなく，すなわち，この場合最低次手段である
新アイディアの開発方法の研究を，あたかも最高目的であるかのように，第一次目標として行
動し，漸次本来の目的へ上向しつつ，行動の指針を求めてゆくことが，究極において，本来の
目的である極大利潤の追求を最も効果的に達成することになる。したがって，この場合，最低
次手段であり，極大利潤の追求という本来の目的から最も縁遠いと考えられる新アイディアの
開発方法の研究およびその成功が，結果において最も本来の目的に奉仕することになるという
関連が理解されなければならなし、。これを要するに，利潤極大化という『企業目的』は，自ら
は潜在化して，その下に所属する諸手段を，目標化することによって前景へ押出すのである。
これら(手段今目標〉が経営目標といわれるものである。たしかに，後でみるように，企業
の構成員には利潤追求という目標を受け入れざるをえない「基盤」が存在しているのであるが，
表面的には，共通の目的となるのは， (環境，公害，社会的責任，などの) I社会的制約条
件」を考慮に入れて設定された経営目標なのである。つまり，社会的制約条件をとり入れるこ
とによって経営目標はすべてD関係者に納得され受け入れられるヨリ共通の目的となるのであ
り，社会的制約条件をできるだけ多く反映した目標ほど共通の目的としてはよいものなのだ。
現在ではともすれば企業の目的として利潤極大化という単一の最高目的を否定し，様々な複
数目的が主張せられる傾向にあるが，このことは実に， I企業目的」と「経営目標」とを混同
し利潤極大化という最高目的を忘れさせ，低次の経営管理手段をあたかも最高目的それ自体で
あるかのように錯覚させ，共通の目的を設定している実態，の反映なのである。そして，その
ような経営目標を設定しそれを実現していく過程が計画化である(ここでは，企業本未の目的
が人間にとってし、かなる意味をもつのかを問うことが忘れられている〕。
.( 6) rわれわれ現代人はある目的をとげるための有効な手段を完成させることそのものにとかく夢中に
なり，なぜその目的に到達しようとするのかということを忘れやすい。J (ブラウ著阿利莫二訳『現代
社会の官僚制』岩波書店， 1971年， 4 ページ。〉
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したがって，計画化とは組織構成員に共通の目的を明示することであり，外部から与えられ
た(個々の人聞にとって直接には関係のない)目的を「操作」して，個人にとっても意味のあ
る(すなわち，個々の人間にできるだけ納得され受け入れられるように〕共通なものとしての
目標・目的を定式化することで、あv: 共通の目的が存在しているという信念を植えつけること
でもある。これは意思決定の問題である。
(9) 
日本の多くの企業には， rマネジメントにおける計画機能と類似の役割を果たし」てきた制度として，
票議制度が普及していた(る〕。 票議制度とは「業務の執行にあたって広く上長または上部機関の決定
(10) 
または承認をうけねばならない事項(票議事項〉とその手続〈裏議手続〉を定めたもの」のことであり，
実践的には，企業経営上重要な事項が，組織体の下で立案され，書類(票議書〉によって関係者聞に
(会議ではなく〉回覧されたうえで，上長または上部機関によって決裁(決定，承認、または否認〉され
る制度，が票議制度である。
(11) 
この票議制度の特徴はつぎの点にある。
票議制度の特性は，第一に個々の案件ごとの意思決定にある。それはもっぱら具体的行為についての
個別的・実施的意思決定である。この方向で実施するという目標的・基準的性格のものではなく，計画
即実施としての，状況即応的・即座的意思決定としてのものである。
第二の特性は，起案にある。起案は，決定者(そのスタップを含め〉ではなく，票議事項の業務を分
掌する職務担当者が行い，起案責任者=票議者はそれを取りまとめ，その部門代表者として票議する。
この起案にあたっては，部門内及び他部門関係者と事前に打合わせ，決裁された通りに実施できるよう
に，起案内容がかためられるのが通例である。またこの起案は，意思決定のプロセスのうち，問題の正
しい把握，問題の分析，数種の解決策の検討までの過程を経て，一つの案として取捨選択される。
第三の特性は，回議にある。回議の直接的目的としては， (1)起案内容を総合的にみてより優れたもの
とする， (2)決裁後の実施の円滑化を図る， (3)起案前の打合わせを確認する， (4)記録を残して将来におけ
るトラフ事ルの発生を予防する， といったものがあげられる。現実的には， (2) と (3)に重点、をおいて運用さ
れているのが大半であろう。回議は，関係者が意思決定に参画することを意味し，それは実施の円滑化
を促進する作用をもっている。
第四の特性は，決定ではなく，決裁にある。わが国の権限は，決定で、はなく，決裁権限中心の長い伝
統をもっている。
第五の特性は，票議書あるいはこれに準ずるものを含めての，形式行為を伴うことである。すなわち，
起案から決裁に至るまでの内容が，文書で証明できるように，記録として残されている。
(7) rパーナードのいう目的および目標の定式化とは伝統的管理論のいう計画機能に対応する。J (山本
他編，前掲書， 204ページ〉。
(8) r共通の目的が本当に存在しているという信念を植えつけることが基本的な管理職能である。 J (C. 
Barnad, op. cit. , p. 87. 邦訳， 91ページ〉。また， C. Perrow はつぎのように述べている。 rバー
ナードが言うには，組織というものは，ある道徳的な目的をもたないで、は存在しえないものである。
社会そのものは，公式の諸組織を通してその形態を，すなわちその『構造と過程』を見いだすのであ
る。彼が言うには， ピジネスの唯一の目標は奉仕のはずなのである。その目標は利潤でもなければ権
力でもなければ政治的イデオロギーでもなく，もちろん個人的な利益でもない。一つの組織における
共通目的はつねに道徳的な目的でなければならず，そしてこの道徳的目的を組織のまさに末端にまで
そしてその成員にまで教え込むことが最高経営者の唯一の意味ある仕事なのである。J(C. ベロー著佐
藤慶幸監訳『現代組織論批判』早大出版部， 1978年， 110ページ〉。
(9) 郷原弘著『日本的経営論』ビジネス教育出版社， 1984年， 253ページ。
(10) 小野豊明著『日本企業の組織戦略』マネジメント社， 1979年， 13ベージ。
(11) 郷原弘著，前掲書， 252"-'253ページ。
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(12) 
このような票議制度のもとでは，計画を設定することが管理者自身の仕事であるという認識がなく，
下位の者が自分たちの担当する仕事を遂行するうえで，決裁者や関係者の意思をおしはかり，また必要
に応じて根回しをおこなって案をたて，その決裁をうけて実施するための計画が主流であった。これは
いわば「下からの計画」であり， I共通の目的J を設定するという点では，非常にすぐれた方法であっ
た。だが，昭和30年代以降，これは，制度としては，会議による集団的意思決定(たとえば，常務会一
一後述〕や権限委譲(たとえば，事業部制〉などによって取って代わられていった。ただし，関係者の
コンセンサスを得ながら意思決定をしていくという(下からの計画の〉精神はいまも「根回し」として
(13) 
生き続けている。
以上からあきらかなように，企業内において(本来の〉目的をできるだけ確実にしかも合理
的に実現するためには， 'l、くつかのプロセスを経るような形で，計画をたてそれを具体化して
いくことが必要である。この点，現実の企業で策定されている計画は，たとえば， (1)長期計画
(5 年以上)，②中期計画 (1 年から 5 年)，③短期計画 (1 年以内)， として，あるいは，①
全体的計画と②部分計画として，または，①定例計画と②部分計画として，分類されているが，
これらの計画は，経営目標の形成今経営戦略の決定=争(数量化された)経営計画の作成，とい
うプロセスで，具体化されたものである。本書では，最近特に重要視されている経営戦略に注
目しその内容を検討することによって，マネジメント・サイクルのなかでの計画化の意味をヨ
リ具体的に考えてみたい。
なぜならば，組織の維持のために必要な共通の目的の具体化としての経営目標が結局は企業
の目的に従属せざるをえない(言葉を換えて言うならば，資本の論理のもとでしか存在しえな
い〉ことを示しているのが経営戦略であるからであり，そこには資本主義管理の矛盾=二重性
が集中的にあらわれているのだ。
2. 経営戦略
2.1. 経営戦略の意義
戦略 (strategy) という概念はもともと軍事上のものであり，経営学的には1960年代になっ
て使われだした。これはし、かなる意味なのであろうか?
資本主義企業の目的は「大前提」としての利潤追求である。ただし，それを実現するための
方法はそれぞれの企業ごとに違うであろう。しかもいくつかの方法のなかからどれを選ぶかに
よってその成果が大きく異なってくる。たとえば，先述の例でいえば，企業目的に対して，そ
の実現手段として，販売高増大と多角化があげられ，それぞれに対して更にいくつかの手段が
考えられていた。このようないくつかの手段(経営目標〉のなかから， rその企業が成長し生
き残っていくためには『なにをなすべきなのか~J をあきらかにすることが戦略である。でき
(12) 向上書， 249ページ。
(13) 島田恒著『日本的経営の再出発』同友館， 1986年， 22"-'23ページ。
(14) 高柳暁他編『経営学(1 )J1有斐閣， 1977年， 99ページ参照。
(15) 石井淳蔵他著『経営戦略論』有斐閣， 1985年， 2 ページ参照。
(16) W現代の企業戦略』有斐閣， 1982年， 2 ベージ。
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るだけ多くの利潤の追求のためだけで、はなく，競争的市場のもとでは，単にその企業の存続・
維持を可能にするためにも，競争企業の弱点を知りそのうえで自社の強味をヨリ効果的に発揮
することが絶対的に要求されるのであり，この方針をあきらかにすることが経営上の戦略なの
である。
かくして，経営戦略とは「大前提」としての企業目的(利潤追求〉を達成するために考えら
れたいくつかの手段(経営目標)のなかから，その企業が置かれている外的および内的諸条件
(環境〉を考慮して，協働体系の存続にとって最も有効な方向を明示することである。これは
また具体的な経営目標を提示して協働体系内の人々の様々な意思決定を 1 つに統合することで
もあり，これによって協働関係の強化が促進されるのだ。
このような経営戦略は企業内のそれぞれ
のレベルで、把握することが可能であり，経
営目標の階層性(目標・手段の連鎖〉に応
じて，基本的には， 3 つの戦略を識別する
ことができる。すなわち，企業全体として
の経営目標に対して企業戦略が設定され，
それが事業レベノレの目標設定の制約的要因
として働き，その結果，事業レベルの目標
に対して事業戦略が策定され，そして職能
別目標に対して職能別戦略が設定されるこ
とになる(図 2-3) 。
図 2-3 目標と戦略の関係
〈目標階層) (戦略階層〉
全社的目標 ご企業戦略
事業目標 事業戦略
職能別目標 i zÞ-.職能別戦略
(出所〉 大月・高橋共著『経営学J]， 193ベータ。
それぞれのレベルの戦略の内容は，たとえば，つぎのようにまとめられる。そして，それら
の相互関係は図 2-4 のように示されるであろう。
く 1) 企業戦略 (corporate strategy): 企業全体の将来のあり方にかかわるもので，基本的
にはいかなる事業分野で活動すべきかについての戦略である。したがって，事業分野の選択
と事業聞の資源展開が主たるものとなる。
(2) 事業戦略 (business strategy): 企業が従事している事業や製品/市場分野でいかに競
争するかに焦点をあてた戦略で，資源展開と競争優位性が主になる。
く 3) 職能別戦略 (functional area strategy): 各職能(たとえば，マーケテイング，人事，
財務，などの〉分野において資源をいかに効率的に利用するかの戦略で，資源展開とシナジ
ーが戦略構成要素のカギとなる。
(17) 向上書， 60ページ。
(18) 石井他著，前掲書， 6"-'7 ページ。
(19) 大月博司・高橋正泰共著『経営学~，同文舘， 1986年， 192ページ。
(20) 向上書， 193ページ。
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このように経営戦略は企業のいくつか
のレベル(部門)で策定されているので
あるが，その根底に「大前提」としての
企業目的(利潤追求〉が存在する以上，
それは，典型的には，資源の効果的運用
をめざすものとしての性格を有している。
戦略とは「限られた経営資源を，何に，
どれだけ投下するかを染めるという，投
資の意思決定にほかならないJ， と主張
されるのは，まさにこのためで、ある。そ
して，そのような戦略的思考の「フレー
ムワーク」を提供する代表的なものとし
て，今日，高く評価されている理論が製
品ポートフォリオ・マネジメント (Pro­
duct Portfolio Management: PPM) 
図 2-4 経営戦略のマトリックス構造
企業戦略
生産戦略
研究開発戦略
財務戦略
人事戦略
である。(出所) 石井他著『経営戦略論11 ， 11ページ。
2.2. 製品ポートフォリオ・マネジメント
製品ポートフォリオ・マネジメント (PPM) は， ボストン・コンサルティング・グループ
がそのコンサルタント業務活動の経験をもとに開発・確立した「戦略的思考のフレームワー
ク」であり，多角化した企業が各事業に効果的に資源を配分するにはどうすればよいか，また
企業全体として製品事業の組合せを最適なものにするにはどうしたらよいかを明らかにするこ
とに役立つものとして，現在，広く知られている。
ただし，この PPM はつぎの 2 つの前提条件のもとではじめて有効である。
第 1 に，それは製品のライフ・サイクル説に依拠している。これは，多くの製品は，ゆっく
りとした導入，急速な成長，成熟，飽和そして衰退，という 5 つの段階を通過する，という考
え方である。
この説によれば，それぞれの段階にはそれぞれの特徴がみられるが，たとえば，資金の流出
・流入との関連で云えば，つぎのようにまとめられる。導入期は製品の市場への紹介の時期で
あり，生産量が少ないにもかかわらずマーケティング・コストが高くつくために，資金(現
金〉が流出していく時期である。その製品が成功し，成長期にはいると，市場が拡大し生産量
(21) ~現代の企業戦略~， 60ページ。
(22) 大月・高橋共著，前掲書， 198ページ。
(23) 向上。また， PPMの限界については， ~現代経営学説の系譜』有斐閣， 1989年， 24ベージ参照。
(24) K. Davis, Marketing Management, John Wiley & Sons, 1981年， pp. 332",-,333. 
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図 2-5 プロダクト・ライフ・サイクルと資金
導入期 i 成長期 i 成熟期飽和期衰退期
資金流入
資金流出
差引資金流出入?
??
, 
??
, 
, げ「
??, 
, 
, 
, 
(注〉 資金流入=税引利益+減価償却
資金流出=開発投資+設備投資+運転資金
(出所) IT'現代の企業戦略』有斐閣， 66ページ一部修正。
そして販売量が急速に増加するが，競争相手に勝ち新しい市場を開拓していくために，流入資
金以上の資金投下が必要とされる。成熟期はもうけ (payoff)の時期である。なぜ、ならば，市
場の成長率は低下し生産量も以前のように増えていかないためにコストが低いままで維持され
マーケットシェアも固定されるからであり，また設備拡張資金や追加運転資金が不必要になる
からである。そして，その製品はピーク(販売量の飽和〉時をむかえ，その後徐々に市場から
姿を消していく(衰退期〉。
かくして，ある製品の資金の流入・流出は，基本的には，そのライフ・サイクノレに沿って変
化するのである(図 2-5) 。 すなわち，成熟期を分岐点として，その以前は，現金の流入も
多いが流出も多いために，結果としては，赤字なのであり，成熟期を迎えてはじめて黒字へと
転化することになる。このことは， 函 2-6 80%エキスパリエンス曲線図: 1 台自のコストは10
ドル， 2 台目以後はコストが下がる企業が，戦略として， (一定の資
金を合理的に運用するためには)，
それぞれの製品のライフ・サイク
ルを出来るだけ正確に把握しなけ
ればならないことを示している。
第 2 に，経験曲線が前提にされ
ている。この概念は第 2 次大戦中
に航空機業界において最初に生ま
れ忽軍事用航空機の生産コスト
を研究した結果， 1 つの機種の累
積生産台数が 2 倍になるごとに，
単位当りのコストが20%づっ低下
していしことがあきらかになった
10 
低;8 ト
下
し
て
ぃ 6 ト
る
単-f立時
ヨ 4 佐
下山
ぐコ I ¥. 
r、 t ・ん 2 ト..........._.
ー園町田ーー・・ーーーーー・一一一ーー-一一一四ー
。
。 200 400 600 800 1 000 
累積生産量
『企業戦略分折』ダイヤモンド社， 31ページ。
1200 
(出所〉
(25) ボーグ&バッファ著土岐坤訳『企業戦略分析』ダイヤモンド社， 1987年， 30"-'31ベージ。
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のだ。したがって， 2 台目は 1 台目の80%， 4 台目は 2 台目の80%， 50台目は25台目の80%の
コストでつくられることになる(図 2ーの。そして，今日では， r経験が増えると，そのことが
単位当りのコストの20"-'30%の低下をもたらす」とし、う考え方は単に製造部門だけでなく企業
全体にも応用され，同じ作業を反復すると熟練と器用さがすすむことだけでなく，生産方法や
機械の進歩，原材料の扱い方のうまさ，在庫の減少，規模の経済性，組織づくりの進歩，など
から，コストが低下する，との理解，が共通認識として広く知れわたっている。
すべての企業は，その程度に若干の差があるとしても，一定の資金的制約のなかで様々な製
品ラインを保有している。したがって，限定された資金を，いかなる基準にもとづいて，各々
の製品ラインに配分すべきなのか，が大きな問題とならざるをえないのである。そのための
(すなわち，長期的な資金配分を決定するための〉理論武器が(すぐれて実践的な戦略の理論
としての) PPM である。
PPM によれば，多数の製品ラインの性格は，資金的な観点からみれば， 2 つの要因によっ
て決定される。 (1)その製品の市場の成長率， (2)その製品の市場における両社の競争上の地位
(相対的マーケット・シェア)， がそれである。したがって，基本的には，すべての製品ライ
ンにおいて，現金の流出入は市場の成長率と相対的マーケット・シェアの比率の関数として表
現されることになり，企業のもつ製品・事業単位は，それぞれの市場成長率と相対的マーケッ
ト・シェアという 2 つの視点から分類すれば，つぎの 4 つのタイプに分けられる。
(1) r金のなる木J Cash COW (高シェア・低成長) [￥〕
(2) r負け犬J Dog (低シェア・低成長) [x J 
(3) r花形製品J Star (高シェア・高成長) [大〕
(4) r問題児J Question Mark (低シェア・高成長) [?J 
そして，これらはj 一般的には，つぎのよ 図 2-7 プロダクト・ボートフォリオを考えるため
うに図示される(図 2-7) 。
これが成長/シェア・マトリックスとい
われるものであり，この図に示された 4 つ
の象限は，それぞれつぎのような特徴をも
っている。
金のなる木相対的マーケット・シェア
が高い反面，成長率の低い製品は「金のな
の 4 象限
事高|花形製品安 問題児 つ
成
重低|金のなる木￥ 負 け犬 ﾗ 
高 {民
相対的マーケット・シェア
(出所) 『ポートフォリオ戦略』プレジデント社，
71ページ。
る木」と呼ばれる。この製品の特徴は，シェアの維持に必要な再投資分をはるかに超えた多大
の現金流入をもたらすことである。
(26) P PMについては，注(25)の文献以外に，アベグレン+ボストン・コンサルタント・クノレープ編著
『ポートフォリオ戦略』プレジデント社， 1977年や同『企業成長の論理』東洋経済新報社， 1970年そ
してへγダーソン著土岐坤訳『経営戦略の核心』ダイヤモンド社， 1981年，に詳しく説明されている。
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花形製品 高成長分野で相対的に高いマーケット・シェアを占めている製品は「花形製品」
である。これは現金の流入量が多い反面，成長のための資金需要も大きいため，差し引きして
みるとかならずしも現金を創出するかどうかはわからなし、。しかし，その市場でトップの座を
占めている限り，成長が鈍化した時には，再投資の必要性が減り，大きな現金創出源となる。
負け犬 成長率も低く，相対的マーケット・シェアも低い製品は「負け犬」である。この製
品は現金の流入量が少なく，さらに景気変動などの外部要因によって利益率が大きく左右され
やすいとし、う特徴を持っている。
問題児 高成長期の製品ではあるが，相対的マーケット・シェアが低い製品は「問題児」で
ある。この種の製品はほとんどの場合，現金流入額よりもはるかに多くの現金流出(投資〉を
必要とする。もしその投資を行わなければ他企業に遅れをとることになり，ついには市場から
消滅してしまうことになる。また，たとえその投資が行われたとしても，単に現在の低いシェ
アを維持する程度の投資にとどまった場合は，市場の成長が止まった時点で，今度は完全な
「負け犬」にならざるを得ない。
すべての製品は上述した 4 つのタイプのうちのいずれかの性格をもっている。したがって，
企業にとっては，均衡のとれた製品の組みあわせ(プロダクト・ポオートフォリオ〉が決定的
な意義をもってくることになる。そしてこの点に注目したのが PPM であり， PPMは企業が
長期的な資金配分を計画する場合の基本的な考え方を示すのである。
たとえば，この考え方によれば，
資金需要(現金の流出量，すなわ
ち投資必要額〉はその製品・事業
の市場における成長性によって規
定され，資金創出力(現金の流入
量〉は市場における競争上の地位，
すなわち相対的マーケット・シェ
アによって規定される (図 2-8) 。
したがって， í花形製品」は現金
図 2-8 ビジネス・タイプ別の資金の流出入
相対的マーケット・シェア
信口3 イ底
市 ?女 十一t易 { 間国1 成
長率 (花形製品) 。 (問題児)
￥ +ー ﾗ + 低 l 掴圃圃属(金のなる木) + (負け犬)
流入も多いため，結局，流入も流 注ぺ71223二塁おな立
/ 0 
出もともに小さい「負け犬」同様， 注 2) 合計して大きなプラスになるのは一般的に「金のなる木」だ
けである。
多くの純流入は期待できない。ま (出所) Iíポートプオリオ戦略jJ， 74ベータ。
た「問題児」は，一般に莫大な投資(現金流出〉を必要とする。このようにみてくると，いか
に多角化されている企業でも，好不況にかかわらず，実際に現金を生み出してくれるビジネス
というものは，意外に数少ないことがわかる。それは「金のなる木」のピジネスだけといって
よい。すなわち，この意味で， í金のなる木」は，資金需要の大きい他の事業部門のために現
金を生み出す役割を果たしてくれるばかりか，そこでの現金流入量が企業の外部資金調達能力
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企業内部の理想的な資金配分図 2-9を高めてくれるという点でも，
相対的マーケット・シェア、?
「究発
J
f研閥、企業にとってその意義が大き
、
、
、
「金のいのである。 1!i 高
* 
市場成長率なる木」をいかに多く持ち， 高そこから生まれる資金を使っ
いかにうまく次代の「金て，
￥ のなる木」を育てるかが企業
低との維持・存続の鍵となる，
一→経営資源の流れ ー+ビジネスの位置変化
〈出所) Ii'ポートフオリオ戦略J]， 75ページ
の理解が生じてくる。ただし，
それは 2 つの方法しかない。
「金のなる木」からの現金を
あるいは研究「問題児」に投入し，成長性の高いうちにそれを「花形製品」に育てあげるか，
このための理想的な資金配がそれである。開発に投資をして直接「花形製品」を作り出すか，
分を図示したものが図 2-9 である。
企業戦略とは，将来の望ましいプロダクト・ポートフォリオPPM によれば，このように，
将来のそれに近づけてを設定し，適切な資金配分政策をとりながら現在のポートフォリオを，
ゼネラルフーヅの成長/シ zア・マトリックス(1980~1982) 
A 
( ¥ 
図 2-10
12 
冷凍野菜
/-
プディングポヴプス
冷;車濃縮
オレンジジュース
詰め物および
揚げ物周紛末ミックス
ゼラチン
ミックス
B 
4 
。
-4 
市場成長率
(um}
0.1 x 0.2x 3 x 2 x 1.5x 1 x 
相対的市場シェア
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いくこと，である。たとえば，図 2-10 は， (1980'"'-'82年の〉ゼ、ネラノレ・フーツの成長/シェ
ア・マトリックスである。
この(現在では，ビジネスマンの「常識k として有名な) PPM には，資本主義企業の計画
化の内容・性格(共通の目的を利潤追求の枠内のなかでどうにかして設定せざるをえないこ
と〉が，典型的に，示されている。
第 2節組織化
1. 組織化の内容
現実の企業組織(協働体系〉は少数の人々から成る単位組織ではなくそれらが複雑に結びつ
いた複合組織で、ある。少人数の人々からなる単位組織のもとでも，自己の課題を知り協働する
他の人々のしていることを知らなければ，共通の目的を達成することは不可能になるが，複合
組織のもとでは，特に，そのままでは共通の目的を組織メンバーに周知せしめることさえも容
易なことではない。したがって，ここに共通の目的を徹底させるための手段としてコミュニケ
ーションが重要になってくる。通常，組織内の専門化はコミュニケーションの必要のために生
じ維持されているのだが，それだけではなく，全体としての協働体系 (ξ複合組織〉一ーたと
えば，企業組織一ーの有効性を高めるためには，協働関係にある人々そしてそれぞれの専門化
された単位組織相互の調整が必要になるのであり，その調整が，一般的には，コミュニケーシ
ョンによって達成されるのである。
たとえば，企業では，普通，情報は 3 つの方向で流れている。すなわち，
!l ウ γ ワード
(1) 下降的コミュニケーション
指導者から部下へと，上から下へと情報が伝達される
(2) 上昇的コミュニケーション
部下から指導者へと，下から上へと情報が流れる
(3) 水平的コミュニケーション
職務上の地位が等しいメンバー(集団)の間で情報が伝達される
がそれであり，フォーマノレな情報だけで、なくインフォーマノレな'情報が，口頭，文書，視聴覚機
器，を媒介として，組織内をかけめぐっている。
このようなコミュニケーションを円滑にするために制度的に保障(確立〉されたものがいわ
ゆる組織機構としての組織であり，そのような伝達体系としての組織機構をつくりだすための
いわば試行錯誤的な活動がマネジメント・サイクルの 1 つの要素としての組織化である。
(27) ~現代の企業戦略~， 18ページ。
(28) C. Barnard, op. cit., p. 91. (邦訳， 95ページ〉。
(29) P. Lewis, Organizational Communications, Grid Poblishing Inc. , 1980, pp. 59....76. 
(30) rいわゆる組織機構は，……バーナードにおいては，コミュニケーション・システムとみなされ
る。 J (山本他編，前掲書， 148.......149ページ〉。
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組織化 (organizing) とは，常識的には，たとえば， I組織目的の達成に必要な，物的なら
びに人的な資源の合理的な結合関係をつくりあげることである」として定義されている。だが，
そこに自由な意思と多様な欲求をもった人聞がかかわっていることを考慮に入れると，本質的
には，組織化とはコミュニケーション〈伝達)を確実にするための管理活動で、ある，と言える
であろう。
2. 組織化の結果としての組織構造一一コミュニケーション網の確立一一
2.1. 職能分化
コミュニケーションとは目的をヨリ効果的に達成するためにおこなわれる「業務遂行上の情
報の授受」であり，これは，主として，口頭や書面による言語を通しておこなわれる。ただし，
情報の伝達は無秩序におこなわれでも意味がないのであり，その伝達には必ず「一定の」ルー
ルが存在する。現実の企業においては，それを，たとえば，上司が部下に対しておこなう行動
(指示・命令〉のなかに，部下が上司に対しておこなう行動(報告〉のなかに，あるいは同僚
聞においておこなわれる行動(業務連絡)のなかに，見出すことができる。このような情報伝
達のいわば「ノレールづくり」が組織化であり，これはいくつかの段階を経て完成される。
企業規模の拡大とともに，仕事量が増加し複雑化していくと，分業がすすんでいく。すなわ
ち，多数の人々が共通の目標の達成をめざして効率的に仕事を遂行できるように，企業活動に
かかわる住事(職能)を必要に応じて分けなければならなくなってくる。これが(協働活動が
一定の秩序のもとで構造化されていく過程としての〉職能分化といわれるものであり，業務上
の情報の流れの専門化でもある。経営職能の分化は，通常， 2 つの方向ですすむ。
(1) 水平的分化
(2) 垂直的分化
がそれである。
水平的分化
水平的分化は「同列の」職務がその内容に応じて「縦割的に」自立していくことである。こ
の水平的分化には，経営組織の発達，複雑化にしたがって，単一ではなく段階的な形態がみら
れる。一般的には，過程的分化，要素的分化，部面的分化，単位的分化，がそのような分化形
態として把握される。
過程的分化(第 1 次分化〉
(31) 高柳他編，前掲書， 101ページ。
(32) 唐沢和義著『企業組織と環境変化』慶応通信， 1984年， 15ページ。
(33) これについてはすでに多くのことが研究されあきらかにされている。ここでは，それらの成果のな
かから，主として，工藤達男著『経営組織の基礎理論』白桃書房， 1981年;小野豊明著『経営学入
門』マネジメント社， 1989年;幸田一男著『経営組織の編成と改善』ダイヤモンド社， 1965年;藤芳
誠一著『経営管理論』丸善， 1970年;高官晋著『経営組織論』ダイヤモンド社， 1987年，を利用して，
まとめられている。
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これは，個別資本の循環過程に規定されて，その活動段階に沿っ
て，分化する過程である。資本の通常の循環過程は，原材料の調達
(購買) =争製造(加工) =争販売，である。したがって，企業の経営
職能は第 1 次的にはこれらの過程に沿って分化され，この第 1 次分
化が過程的分化といわれてしる。たとえば，購買部，調達部，製造
部，生産部，営業部，マーケティング部，がそのような過程に沿っ
て職能分化された結果で、ある(図 2-11) 。
要素的分化(第 2 次分化〉
第 1 次分化の後，生産や販売などの業務に結びついている各種の
要素(専門の仕事〉が独立した機能として分化していくことが第 2
次分化であり，これは，通常，要素的分化と呼ばれている。経営活
動がそれを構成している諸要素ごとに分化するということは，たと
図 2-11 経営職能の第
1 次分化一一過程的分
化
購買部 販製造部
=ま"宮i:
音5
(出所〉工藤達男著『経営えば，人事(労務)，庶務，品質，資材，財務， 経理，技術， 研究， 組織の基礎理論11 ， 134べ
などにかかわる分化のことであり，人事部，資材部，財務部，経理 一片
部，技術部，研究所，などが，その結果として，設置 図 2-12 経営職能の第 2 次分化一一要
素的分化
される(図 2-12) 。
部面的分化(第 3 次分化〉
第 2 次分化を経た後の企業規模の拡大は部面的分化
を要求する。部面的分化は経営活動の部面あるいは局
面によって職能が分化する形態である。マネジメシト
としての経営活動には，それぞれの職務に共通な，す
なわち，その内容にかかわりなく共通に存在している，
活動の「部面J ， がある。たとえば，計画化一一組織
化一一動機づけ一一統制，のマネジメント・プロセス
もその 1 つである。これらは本来一体のものであり，
本来ならばその 1 つ 1 つの要素をとりだしてバラバラ
に取り扱えるもので、はない。だが，これらの経営管理
上の職能を補佐する必要が生じた場合には，そこに部
第
次分化
第
次分化
面的分化が生じるのである(図 2-13)0 (出所〉前掲書， 135ページ。
たとえば，会社全体の長期計画その他の計画を作成し，自ら総合予算を決定することは社長
の職務である。しかし，社長自身が多くの部門からデータを集めて，自ら総合予算を編成する
ことは事実上不可能である。ここに，長期計画や総合予算の作成の手足となる「補佐」が必要
となる。この必要をみたすために，すなわち，管理職能を担当する人を補佐し，彼に助言する
ために，管理職能の一つの面である計画，統制などの職能で，しかも，総合的な事柄(長期計
- 45-
画，総合予算，人事計画，組織計画など〉に 図 2-13 経営職能の第 3 次分化一一部面的分化
そくして分化したのが，部面的分化である。
企業においてはそれらは，調査部(室)， 企
画部(室)，管理部(室)，統制部(室〉など
に代表される。これら以外にも，最近では，
経営企画室，総合企画室，参謀室，社長室，
計画室， TQC (Total Quality Controlｭ
総合的・全社的品質管理一ーの略〉室など，
時代を反映して，多くの名称のもとに，部面
的分化が行なわれてきている(図 2-14) 。
単位的分化
過程的分化，要素的分化，部面的分化は，
いわば単一的事業体における経営職能の分化
宮坂純
であり，これらの職能分化の方式によってで
きる組織の構造は，職能部門制組織 (funct­
ionalized organization) と呼ばれている。
これに対して，同じ性質の職能がいくつかの
単位に分化することがある。これが単位的分
化である。たとえば，単一的事業体を複数の
第二次分化
第
次
分
化
〈出所〉 前掲書， 136ベータ。
事業部 (division) に分割し，それぞれの事業部があたかも単一
図 2-14 (単位的分化)
社長的事業体であるような形をとって構成される組織構造がある。事
業部制組織 (divisionalized organiza tion) と呼ばれるものがそ
販売部
「ト|
A B C 
営営営
業業業
所所所
(出所〉小野豊明著『経営学入
(1) 製品別事業部制組織は， 1 つの企業のなかで各製品別に，ぁ 門~， 133ページ。
るいは密接に関連し合った製品をいくつかにグループ化し，自立性をもたせた組織で、ある。
各製品別事業部は 1 つの利益責任単位 (profit center) となる。自動車産業，家庭電器産業，
生産部
「寸一寸x y z 
工工工
場場場
織における分化の方式とは「次元を異にする」。
れであり，事業部制組織における職能分化の形態は職能部門制組
などの形態に代表される。
事業部制組織は，通常， (1)製品別， (2)地域別， (3)顧客別，
などに，この形態がみられる。
(2) 地域別事業部制組織は， 1 つの企業における主要な業務活動を，サーピスを提供する対象
の地域にしたがって分化させた組織形態である。
(3) 顧客別事業部制組織は，製品を販売する対象である顧客層によって作られる組織形態であ
る。これは，年齢，性別，職業，年収，などさまざまな基準によって判断される。たとえば，
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百貨店では，この形態の事業部制組織をとることができる。
事業部制については，後の章において，ヨリ詳しく検討する予定である。
垂直的分化
企業の規模の拡大は，経営職能の水平
的分化だけでなく，同時に経営職能の垂
直的分化も現実化する。経営職能の垂直
的分化とは， (1)管理組織と (2)作業組織に
分化せしめられていくこと(前節の水平
的分化が縦割であったのに対して，横割
ということ〉を意味する(図 2-15) 。
図 2-15 垂置的分化
そして，企業規模がヨリ一層拡大して (出所〉工藤著，前掲書， 139ページ。
最高経営者層
中間管理者層
現場管理者層
一般作業者
トップ・マネジメシト ミ Yル・マネ
いくと，管理組織はさらにいくつかの階層に分化する。すなわち，最高経営者層，中間管理者
層，現場管理者層，がそれである。
(1) 最高経営者層一一この階層の人々の職能は，企業の全般的活動や基本的活動に関する目的
の設定，経営方針，経営計画の設定を行ない，総合的な統制を行なうことである。通常は，
社長，副社長，専務取締役，常務取締役などのいわゆる役員取締役がこれを担当する。
(2) 中間管理者層一一ここにおける職能は，さきの最高経営者層において定められた基本的な
経営方針，経営計画を部門領域におろしてきて具体的に解釈し，それを実行に移すうえでの
指揮をとるというものである。この職能は部長，課長が担当する。
(3) 現場管理者層一一この階層における職能は，中間管理者の指揮のもとに，現場の作業の監
督・指揮を行なうものである。この職能は係長や職長などが担当する。
これに対して，作業組織とは，企業の現場段階(たとえば，製造業では工場や作業場〕にお
ける購買，製造，販売などの実際の作業が，効率的にうまく実施できるように，構成された組
織を意味している。
2.2. ラインとスタップ
職能を分化することによって専門化が徹底され，それによって情報の流れが合目的的となり
目的の達成が促進されるが，それだけでは決して目的が円滑に達成されるとはかぎらない。な
ぜならば，職能分化によってそれぞれの職能担当部門間の関係が複雑になるからである。した
がって，分化した職能が分担する役割を明確にすることが必要になってくる。このことによっ
て組織の「総合力」が発揮されるのだ。そのために考えだされたのがラインとスタッフの概念
である。
ラインとスタッフの区分に関する「一般的な見解」は，経営上の職能を分類して基本的な性
格をもつものとそうではないものに分け，前者をラインとし後者をスタッフとする考え方であ
(34) 泉田健雄・代田郁保共著『現代組織論の焦点』白桃書房， 1986年， 158ページ。
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る。だがここに問題が生じる。すなわち，なにが基本的職能であるのか，という問題である。
この点，一般的には，ラインとはその職能を欠いた場合には経営活動が成立しなくなるような
職能である，言葉を換えれば，それは企業目標を達成していくうえでの「執行活動」を意味し
ている，と解されている。かくして，ライン職能は企業の目的にとって直接的なまたは基本的
な(企業の存立にかかわる〉職能であり，具体的には，単位的分化と過程的分化によって生ま
れた職能がライン職能であるーーたとえば，製造会社における生産職能や販売職能などがその
例であるが，これについては後でまた触れることになろう一一。
これに対して，主として要素的分化や部面的分化によって生まれた職能は，企業の目的にと
って間接的であり，企業の存立にとって補助的であるために，スタッフ職能と呼ばれている。
また，スタップは，ライン職能を側面から援助していく職能であるという意味で， r助成促進
職能」とよばれることもある。すなわち，スタッフはラインに対して助言や助力を与えていく
職能であり，執行職能ではない，という理解である。
ただし，このスタッフ職能にもいくつかの種類があり，それらは様々な形で分類されている。
たとえば，スタッフを大別して個人的スタッフと専門スタッフに分ける見方がある。これに従
えば，個人的スタッフは特定の管理者一人だけを援助するものとして設けられたスタップであ
る。そして，この個人的スタッフは，さらに，一人の長の仕事全般にわたって補佐するライン
-アシスタント，上長の仕事の限定された部分について助言・助力をおこなうスタップ・アシ
スタント， トップを助け，専門スタップの活動を調整するゼネラノレ・スタッフ・アシスタント，
に分類される。
専門スタッフは，限定された専門分野(たとえば，人事，会計，法律，購買，など)につい
て，専門的知識によって組織の各部門に助言・助力を提供する，スタッフである。そして，彼
らは，助力よりは(法律，財務，などについての〉助言を提供するスタッフとしてのスペシャ
ル・スタッフと購買・庶務などの限定された専門分野でもつばら助力を提供するスタップとし
てのサービス・スタップに分類されることがある。
一般的に言えば，経営者としての仕事が増大し複雑化しはじめる組織の発展段階の比較的初
期に，経営者の能力の拡大をめざして，個人的スタッフがおかれる。しかしさらに組織が発展
・拡大していくと，個人的スタッフだけでは充分ではなくなり，ラインの管理者が直面する様
々な問題を解釈するためにも専門的知識の援助が必要になってくる。ここに専門スタッフが設
置される。そしてさらに組織が発展し複雑になっていくと専門スタッフも増大してくる。ここ
にそれらの専門スタヅフの活動を調整する必要性が生まれるのであり，特に， トップの個人的
スタップとしてゼネラル・スタッフがおかれることになる。
2.3. 権限の明確化
(35) ラインとスタ y フについては，ここでは，工藤著，前掲書や小野著，前掲書，そして幸田著，前掲
書，を参考にして，まとめられている。
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このようにしてコミュニケーションの合目的的な流れが制度的に確立していくが，それだけ
では充分ではなく，多種多様なコミュニケーションの流れを「整合」することが必要で、ある。
これが権限の問題である。
職能が水平的にそして垂直的に分化した協働体系のもとでは，単にそれぞれの職能の役割
(仕事の限界〉を職能〈部門〉別に(すなわち，縦断的に〉あきらかにするだけでなく， Iタ
テの各階層の仕事の限界，すなわち，権限を明確化する1 ことが必要になってくる。それぞれ
の職務を担当する人聞が一定の協働体系のもとで「なにができ，なにができないのか」を明確
にすることによってはじめて，組織は有機的に機能することができるのである。
権限とは，一般に，職務を公けに遂行できる力，として理解されている。ただし，この「で
きる」ということの意味には 2 つのことが含まれている。すなわち，
① 自分でおこなうことができること，
② 他の人にやらせることができること，
がそれである。しかも， I自分でおこなうことができること」の場合(①〉には，
ω 自分でおこなったら，それで終わりになるという，自己完結的な性格の職務，の遂行と，
倒 自分でその仕事をおこなうことが他の人々の行動を拘束することになる場合，すなわち，
自分だけでその仕事をおこなってもそれだけでは自己完結しない性格の職務，の遂行，
が考えられる。前者には拘束力関係が発生しないが，後者にはそれが発生する。また，当然、の
ことだが，②の場合には拘束力関係が発生する。これを図示すると，つぎのようにあらわされ
る(図 2ー16)。管理(したがって，権限〉は協働のもとではじめて生じるものであり，それは
一定の社会的関係を前提にしている。この意味で，拘束力関係が発生しないところでは権限自
体がうまれえないのである。そして，基本的には，②の場合にのみ権限が問題になる，と考え
られている。
図 2-16
fω自己完結
f ①自分でおこなう{
I l 倒自己完結しない一l仕事ができるということ j 、 1 
1 I→拘束力関係の発生
L ②他の人にやらせる l 
〈出典〉 泉田健雄著『職務権限論』白桃書房， 1987年， 53ページを一部修正。
したがって，権限は， I自己の決定に他の人々を従わせることができる力」あるいは「他の
人々を従わせることを公けに保障されている力J， として規定できるであろう。しかも，権限
はつぎのような前提のもとではじめてその力を発揮することができるのだ。すなわち，
③ 自由裁量(ある事柄について自分で判断し決定すること〉をなしうること，
(36) í階層的職能の分化に即応して，主として管理職能を中心とする仕事の限界を明確にするという考
え方が発生し，これが従来の組織内容に加わることによってはじめて，組織は組織としての生命を与
えられるにいたるのであ」る。(泉田・代田共著，前掲書， 164ページ〉。
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@ 経営的効力を生ぜしめるものであること。すなわち，ある行為が経営の行為として認めら
れること，
@責任をともなうものであること。すなわち，与えられた職責を間違いなく正当かつ有効に
遂行する意識が確立していること，
がそれである。これらは， í権限の属性」として，知られている。
このような権限は，資本主義企業のもとでは，中央集中化し，上位のものが大きな権限をも
ち下位のものはそれなりの権限をもっている。この権限は，基本的には，上位から委譲される
ものである。だが，単に無秩序に与えられるものではなく，全体の立場から一定の原理にもと
づいて委譲され(換言すれば，合理的に配分され〉ていかなければそれは真の力とならないで
あろう。しかもそのような(配分された〉権限が日々の活動のなかで真の権限(権威〉となっ
ているのか，換言すれば，それらがうまく配分されているか否かは，それが受容されてはじめ
でわかる事柄なのである。
権限のそれぞれの局面に注目すると，権限の源泉をめぐって，基本的には， 3 つの解釈が可能である。
資本主義企業の本質を個別資本の運動にもとめるかぎり，権限の源泉は必然的に資本そのものにもと
められる:したがって，このことに注目するならば，ある一定の職位の人間の権限は本来はその上の職
位の人間の権限であったということになる。これが「上位権限説j (あるいは「権限法定説j) といわ
れるものであり，この説に従えば，権限は上位から委譲されるものである。たとえば， r権限は，組織
(38) 
での自由裁量が上司から部下に下ろされるときに委譲されるj，と。
このような「権限委譲」思想を否定するのが「権限配分説」である。これによれば， r権限は上から
一方的ないし怒意的に下に向かつて委譲されてゆくものではなくて，経営全体という総合的観点に立っ
て，もっとも合理的に，各部門の管理的職位に配分されるものである」。 したがって， r権限は各権限
保有者によってそれが行使されたとき，そこから得られる経営的成果が，個別的にでなく，経営全体と
していちばんよく所期の経営目的の達成に合致するように，あらかじめ考慮されて，上は社長から下は
。の
末端管理者まで，体系的に振り当てられていることを要するのである。」
また，権限の源泉を，上司ではなく，彼の部下の行為(受容〉に見出す説がある。すなわち，権限は
部下の受容によって発生する，との理解である。これが「権限受容説」である。
「オーソリティー (authority) とは，組織への『貢献者~ (a contributor) ないし組織の『構成員』
(member) によって，その人の貢献する行為を支配するものとして受容されるところの，公式組織に
おける伝達(命令〉の性格をもつものである。……それゆえこの定義では，命令がオーソリティー (a・
uthority) をもつかどうかの決定は受令者の側にあり，パーソンズ・オプ・オーソリティー (persons
of authority) あるいは発令者の側にあるのではないj，と。
これに関しては，実務家の立場から，極めて適切に， r従って，権限はこのような方法〈強制的に一
引用者〉ではなく，個人の自発的受容をともなわなければならない。そのとき，権限は権威をもち，コ
ミュニケーションがよく行われたことになる。職位の高い人は『権限』はもつけれども， IF権威』をも
(37) 片岡信之著『経営学の基礎理論』千倉書房， 1976年， 159ページ。
(38) ターンツ&オドンネル著大坪檀監訳『経営管理(3) 経営組織』マグロウヒル好学社， 1979年， 191 
ページ。
(39) 泉田健雄著『原点思考の経営学~， 128"-'129ページ。
(40) c. Barnard, op. cit. , p; 163. (邦訳， 170"-'171ページ〉。
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っかどうかは，権限による指令が下の人に受け入れられるかどうかにかかっている，と解すればよいで
(41) 
あろう。j，と説明されている。
権限は，通常，命令・服従の関係(すなわち，タテの関係としての上下関係〉として理解さ
れているが，上下の関係ではない同位権限同士の関係(ヨコの関係〉も権限関係の 1 つである。
これは，権限の垂直的関係に対して，権限の水平的関係を意味している。またさらには，ライ
ンの権限とスタップの権限，すなわち，ラインとスタップの権限関係も，権限の相互関係とし
ては，重要なものの 1 つである。これは，権限の垂直的関係や水平的関係に対して，権限の交
錯的・浸透的・機能的関係と呼ばれている。これらのほかに，固有の権限と代行の権限，すな
わち，権限の代行関係，もある。
権限の上下関係は監督権限に代表される。そして，これは，具体的には(その内容として)，
つぎのように分類される。すなわち，
② 部下から報告を徴しあるいはその住事振りを検閲できる，監視権，
@ 監督者が部下を指揮する目的をもって発する，絶対服従的性格をもった監督作用としての，
命令権，
の 監督者が部下を経営の目的にそうように教導するという性格がつよい，指図権，
がそれで、ある。
権限の同位関係は， (上級権限と下級権限の場合のような〉監督・複監督関係の存在しない
権限関係，いわばヨコの権限関係，である。これは協議権に代表される。すなわち， 2 つ以上
の権限機関の権限に関連ある事項については，関係権限機関の相互の協議によって決められる
ということである。この場合，相互の協議に一致をみないとき，げ)双方の権限者が共通の上級
権限者の下にある場合には，その上級権限者の調整ないし決定に，@双方の権限者がおのおの
その上級権限者を異にする場合には，双方の上級権限者の協議に，まかされる。
一般に，スタッフの職能はラインに対して助言ないし勧告をすることであるといわれている
が，このことの内容を，権限関係の面から，考えてみるとつぎのようになる。すでにあきらか
にしたように，ラインとは執行的活動で 図 2-17
7 スタッフ〈狭義)=助成促進的職能1ある。だが， r執行」の意味Lは 2 つあ , ト=スタップ(広義〉[補助執行的職能J- ライン(広義)=~ ':~=_::::_:'_~:::"::-る。それ故に，これと関連して，フイン l主要執む的職能=ライン(狭義〉
とスタッフの区別について， 2 つの考え方がうまれてくる。すなわち，経営における諸活動を
(たとえば，製造とか販売のような〉主要的執行活動と(たとえば，財務，購買，運搬，貯蔵
のような〉補助的執行活動に分けて，そのうち後者(補助的ライン〉をライシから除外してス
タッフとして位置づける考え方と，そうではなくこれらをすべてラインとみなし，その他に形
成・抽出される助成的・促進的活動をスタッフとして位置づける考え方，がそれである。この
(41) 島田恒著，前掲書， 106-----107ページ。
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2つの立場の相違は，前者が補助的執行活動と助成促進的活動をスタヅブ職能として把握する
〈広義のスタッフ〉のに対し，後者が助成促進的活動のみをスタ γ フ職能として把握する(狭
義のスタッフ〉という点にある。これは前頁のように図示される(図 2-17) 。
本書の理解では，執行的職能比経済学的に言以資本の循環過程に相当し，日{~
・… ..p・..… W'-G'. として表現されるのであり，このような執行的活動を遂行する機関の権
限が執行的権限である。したがって，ラインという意味の執行的活動は，調達，生産，販売，
財務，などの企業目的の達成のために必要なすべての経営活動の流れを意味することになり，
全体の流れを側面から助成し促進する機能を果たすものがいわゆるスタップということになる。
かくして，スタップの権限は，ライン権限との対比で言えば，つぎのような特質をもってい
る。
(1) ライ γの権限が執行的職能にもとづいて成立し. r執行的権限」と呼ばれるのに対して，
スタッフの権限は助成的職能にもとついて成立し，それは「構想の権限」と呼ばれる。
(2) スタッフの権限はその内容として監督の力の裏づけとする矯正的要素を含まない。それ故
に，しばしばスタ γ ブは「指令的権限」をもたないといわれる。ただし，それはラインに対
するという意味であり，スタッフ部門内部における関係にはあてはまらない。つまり，スタ
ップ部門内部では，指令・命令系統の流れは存在するのであり，監督権限が存在する。
(3) スタ γ フ権限は，具体的には. r立案権J. r解釈権J. r請求権J. r考査権J. に代表される。
このように，協働体系のもとでは，権限の多様な交錯のなかで，そこに参加するすべての人
々がなにを為すべきかそしてなにをすべきではないのかがあきらかにされなければならないの
であり，これによって円滑なコミュニケーションが確保され「共通の」目的が達成され続けて
いくのである。
2.4. 組織の基本形態
すでにあきらかにしたように，組織機構としての経営組織とは単なる職能的な機構ではなく
「権限構造のあり方を示」したものであり，それぞれの「職能を現実に遂行する人間相互間の
協業関係が権限と責任の体系によって秩序づけられたもの」である。これによって業務上の情
報が合目的的に流れるのだ。したがって，経営組織は「権限関係のあり方によっていくつかの
異なった形態をと袋」 ただし，それらは，基本的には，ライン組織，ファンクショナル組織，
ライン・アンド・スタッフ組織，に整理されるのであり，実際の経営ではこの 3 つの基本型が
(42) 権限については，泉田健雄氏の一連の研究〈たとえば，同著「経営組織と職務権限J (東洋経済新
報社) ; r原点思考の経営学J (白桃書房) ; r組織を生かす職務権限J (日経連|弘報部) ; 11'職務権限
論~ (白桃書房))から，多くのことを学んでおり，以上は，筆者の理解に従って，それをまとめた
ものである。
(43) 泉田・代田共著，前掲書， 166ぺ?ジ。
(44) 権泰吉著『経営組織論の展開』ミネルヴァ書房， 1977年， 15ベージ。
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いろいろと組み合わされ応用されて具体的な組織(機構〉を形成していぎ:
この点，特に近年の(1950年以降の〉研究によって，環境の諸条件によってそれに適した組織機構が
相違していることがあきらかにされてきている。いわゆるコンティンジェンシ一理論がそれである。た
だし， rそれは，環境の状況変数である不確実性に対する情報処理の方式として，組織の構造を設計す
るという単純化されたアプローチである。組織についての理論は，一方で組織の動態に対する洞察を深
めながら，他方で実践的な組織の設計にも役立つという方向で，今後は発展していくことにdj， と
思われる。
ライン組織
資本主義企業内部の権限関係を「もっとも単純に，かつ直接的に表銘している組織機構が
ライン組織である。これは「軍隊組織」と呼ばれることもある。なぜならば，この組織のもと
では，あたかも軍隊において上官の指揮命令がつぎつぎと各階級を経由して最後に末端の兵士
に伝達されるように，権限や資本家(経営者〉から現場の作業者へと下部へ直線的に委譲され，
社長から部長，課長，係長，主任，作業長へと，一定の階層を経由して，命令が，末端の作業
員まで垂直的に伝達されるからである。
したがって，この組織形態のもとでは，命令の流れにそって，種々様々な作業がおこなわれ.
各人は一人の上位者のみに責任を負い，その上位者の命令に絶対的に服従しなければならない。
このライン組織は，命令の系統が極めて単純であり，責任と権限の帰属が明確であるために，
また，管理されるもの(労働〉に対する管理するものく資本〉の支配を確立するうえで最も都
合の良い機構であるために，企業の管理組織(機構〉の典型一どいわれている。
図 2-18 直系組織(多階層複系統組織の場合〉
(出所〉 泉田・代田共著『経営組織論の焦点11， 172ページ。
(45) 泉田・代田共著，前掲書， 166ベージ。
(46) W現代経営学説の系譜~， 20ページ。
(47) 権著，前掲書， 16ページ。
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ただし，そのような(ライン組織のもつ〉利点が充分に発揮されるためには，企業が小規模
であり生産の物的・技術的基礎も単純であるだけでなく，経営者が遂行される作業内容につい
て包括的な知識や経験をもっていること，さらには，人間関係の面でも，上位者が下位者を完
全に掌握できるという身分的支配が確立していること，が必要である。この意味で，この組織
形態の技術的基盤は工場制手工業である，と言えるであろう。したがって，企業の規模が拡大
し，労働過程が技術的に複雑になると，その(単純さがゆえの〉長所が，逆に，組織にとって
(その目的の効率的な遂行を妨げる〉短所に転化してしまった。
ファンクショナノレ組織
ライン組織と「対照的な形態をなすもの1 がファンクショナル組織と呼ばれるもので、ある。
この組織の技術的特徴は，ライン組織に欠けていた専門イヒの利益を企業のなかで、充分に活用し
ようとする点にある。具体的に言えば，ファンクショナル組織は，ライン組織にみられた包括
的権限と責任が職能的に専門的に分割され，そして(それを担当せしめられた〉各職能の担当
者が自己の担当職能を部下に実施させる権限をもっ，組織機構である。部下の立場からみれば，
これは，数人の専門的分野の職能を担当する上司から，指揮をうけた作業を遂行する，という
形になる一一この形態は，後述するように，テイラー (F. Taylor) によって提唱されたこと
がある一一。
図 2-19 ファンクショナル組織
(出所〉 前掲書， 173ページ。
したがって，この組織形態では，部下は 2 種以上の管理職能によって管理されることになる。
いわゆる「複合管理」である。そしてこの場合には，権限の内容が変化せざるをえない。すな
わち，ライン組織のもとでは管理者の権限が「命令」の権限であったとするならば，ファンク
ショナル組織においてそれが「命令」の権限とはなりえないのである。なぜならば， I命令」
とはそれを受けたものが必ず服従しなければならないものであるが，そのような命令は，管理
(48) 泉田・代田共著，前掲書， 169-----170ページ。
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が単一性を保持する場合にのみ，可能であるからである。この点，ファングショナノレ組織のも
とでは，部下は多数の管理者から各種の命令をうけとることになるが，そのような命令がしば
しば矛盾することがあるために，すべての命令は服従することが不可能になってしまうのであ
る。
かくして，管理者のを限比ファンクショナル組織のもとで、は， I命令」の権限から「指
図」の権限へと転化するーこのことは，上位権限者相互間に綿密な連絡そして調整を欠くなら
ば，作業遂行上かなりの混乱が生じること，を意味している。. . . . . . . . . . . . . 
ライン・アンド・スタッフ組織
産業の発展にともなって企業が益々大規模化し経営組織も一層複雑化してくると，ライン組
織およびファンクショナル組織の欠点を是正し，長所を生かすような，組織機構，が要求され
てくる。すなわち，ライン組織の長所(命令系統の統一性〉を維持しながら，専門化の利益を
も充分に活用できる，組織，である。それがライン・アンド・スタッフ組織である。
図 2-20 ライン・アンド・スタッフ組織
〔注〕 ……は，助言，補佐，機能的指導，または機能的指示関係を示すもので
あるが，実際の組織図の上で、は表示されていない場合が多い。
(出所〉 前掲書， 175ページ。
(49) 向上書， 170，...._， 171ページ。
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したがって，この組織では，命令の直線的な経路のほかに，経営者がおこなうべき仕事のあ
る側面について，専門家的見地から助言・勧告・立案・補佐する「スタッフ」が置かれる。た
だし，ここにも問題はある。なぜならば，ライン・アンド・スタッフ組織は，たしかに，命令
の統一性を確保しながら，専門家の助言によって，生産性の向上をはかることができるという
長所をもつが，その反面で，スタッフが重用されすぎると，スタップ本来の役割である助言的
立場を越えて行動すること一一これがスタッフ王国といわれるーーとなり，ラインの命令・執
行系統に介入し，業務の遂行に混乱を生みだすと L、う問題をかかえているからである。
ライン・アンド・スタッフ組織は，執行職能を遂行するラインに対して，全般的ないしは専
門的知識を基礎として，このラインに助言あるいは助力を提供するスタッフを加えた組織形態
である。そして，この組織形態が現在ほとんどの企業において，一般的な形態として，用いら
れている(後で詳しくみるように，官僚制組織はこのライン・アンド・スタッフ組織に典型的
にあらわれているのだ〉。
ここに，コミュニケーション網としての組織機構が，基本的に，完成される。
第 3節動機づけ
1. 動機づけの内容
組織(ないし協働体系〉はなによりもまず一定の目的の達成をめざして成立する。そして，
その目的は，通常，計画化された「共通の]目的として組織メンバーに提示されるのであり，
管理者は，ヨリ具体的には，そ，の計画が実現された結果としてのジョブ・パフォーマンスを被
管理者(=争組織メンバー〉に期待する。
だが，組織体(したがって，管理者〉の期待する、ようなジョブ・パフォーマンスが必ずしも
達成されるとはかぎらないのだ。なぜならば，組織の目的と個人の目的が，基本的には，相違
(1対立J) しているからであり，積極的な貢献意欲をもっ人々は，現実には，極めて少数なの
である。ここに，常に計画化によって「共通の」目的を提示するだけでなく， 1個人目的と組
織目的の対立を埋めあわせる」ものとして，組織が個人に与える誘因が重要になってくる。す
なわち，個人の貢献を期待できる誘因を組織が提供できるか否かが大きな問題となってくるの
である。これがマネジメント・サイクルの一環としての動機づけ機能である。
2. 誘因と貢献の均衡
(50) 官僚制の「典型的な形態上の表現は，ライン・エンド・スタッフ組織にある。J (斉藤美雄著『官僚
制組織論』白桃書房， 1980年， 117ページ〉。
(51) 組織メンバーのジョブ・パフォーマンスは，たとえば，つぎの公式で示される。
ジョブ・パフォーマンス=古E力×モチベーション (S. P. Robbins, Personnel: The Management 
of Human Resources, 2nd ed. , Prentice-Hall, 1982, p. 276.) 
く52) C. Barnand, op. cit. , p. 85. (邦訳， 88ページ〉。
(53) 山本他編，前掲書， 67ページ。
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この動機づけは，その重要性が独自なものとして認、識されていたか否かは別として，後に検
討するように，資本主義的管理の確立以前においても，おこなわれてきた。ただし，その当時
は， (動機づけに必要な〉誘因として，基本的には，賃金が考えられていたにすぎず，理論的
にも実践的にも人間の一面的な把握が支配的であった。だがその後，このような誘因の一面的
理解は理論的には否定されていくのである。たとえば，この誘因と貢献の関係を重要視し「組
(54) 
織の成立と存続と発展を統一的に説明し」したがって管理における動機づけの意義をあらため
て理論的に位置づけたのがバーナードでありサイモン (H. Sim叫である:ここに至って，
組織における人間行動を理解することの重要性が認識され，それが管理のあり方にも影響を与
えていったのである。
ここで「誘因」と「貢献」についてあらためて整理しておくことが必要になってきた。管理
ジヨデ・パフオーマYス
するものが管理されるものに望むことは，通常，仕事土の業績をあげるととである。だがその
ためには，なによりもまず，彼らがその組織に参加しそして参加し続けなければならないであ
ろう。個人がある協働体系に参加するということは協働意欲をもっということであるが，これ
はそれに「貢献」することを意味する。そしてその協働意欲(貢献〉とはいわば個人人格をす
でで組織人格になりきろうとすることであり，組織は，そのために，見返りとして，貢献者の
個々の動機を満たすために誘因を提供することが必要になってくるのである。
したがって，このことを図式的に表示するとつぎのようにまとめられる。すなわち，誘因と
貢献の関係には，
(1) 誘因く貢献，
(2) 誘因=貢献，
(3) 誘因>貢献，
が考えられるのだ。この場合，誘因が貢献よりも小さいならば，個人はその組織に参加しない
かあるいはその組織から離脱するであろう。この点，個人が組織に参加すると予想できるのは
誘因が少なくとも貢献に等しい場合であり，誘因が貢献よりも大きくなってはじめて，個人が
組織に参加し続ける「基盤」がつくられるのである。換言すれば，これは，個人をしてただ単
に当該組織(協働〉の構成員となる(参加する) =貢献するという意思決定をさせるだけでな
く，そのメンバーとして参加し貢献し続けさせるためには，組織(したがって，管理者〉は彼
らの貢献に見合うあるいはそれ以上の「誘因」を与えることが必要である，ということを意味
している。
(54) 向上書， 129ページ。
(55) H. Simon, Administrative Behavior, Macmillan, 1957. (松田武彦他訳『経営行動』ダイヤモン
ド社， 1965年〉。
(56) ただし，バーナードにあっては，貢献意欲がなぜマイナスになるのかという問題意識はなかった。
(橋本和美稿「バーナード組織理論に関してJ W明治大学経営論集~ 20巻 3 ・ 4 号， 1973年， 80ペー
ジ〉
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組織が個人に提供できる誘因には，バーナードによれば， (個人に特定的に提供される〉
「特殊的誘因」と(個人的なものではなく，特定的に提供されなしう 「一般的誘因J，があり，
具体的には，つぎのようなものが挙げ、られてい宮:
(1) 特殊的誘因
① 物質的 (material) 誘因。これは，雇用受諾 (accepting employment) のための貨幣
(money)，物 (things) ないしは物的条件 (physical conditions)，奉仕に対する報酬 (com­
pensation for service)，貢献に対する報酬 (reward for contribution)，など，に代表さ
れる。
② 個人的で非物質的機会 (non-material opportunities)。これは，優越 (distinction) ，
威信 (prestige)，個人的勢力 (personal power)，および支配的地位 (dominating posﾏｭ
tion) 獲得の機会，に代表される。
③ 好ましい物理的作業条件 (desirable physical conditions of work)。これはしばしば
意識されはするが，意識されない方がむしろ多い協働に対する重要な誘因である。
④ 理想の恩恵(ideal benefactions)。これは，非物質的，将来的 (future)，利他主義的関
係 (altruistic relations) に関する個人の理想を満足させる組織の能力 (capacity)，に代
表され，働くものの誇り，組織への忠誠，を含んでいる。
(2) 一般的誘因
⑤ 社会結合上の魅力 (associational attractiveness)。これは社会的調和 (social compatｭ
ibility) であり，人種聞の敵意 (racial hostility)，階級対立 (class antagonism)，国民間
の対立 (national enemies) などは協働の確保を困難にするのだ。
⑥ 状況の習慣的なやり方と態度への適合 (adaptation of conditions to habitual methods 
and attitudes) 。 これは慣習的作業条件 (customary working conditions)，たとえば
新参者 (recruits) を拒否するという習わしなど，に代表される。
⑦ 広い参加 (enlarged participation) の機会。これは事態の成行き(in the course of 
events) に広く参加しているという感情 (feeling) を満たすことである。
⑧ 心的交流 (communion) の状態連帯性 (solidarity)，社会的統合感 (social integraｭ
tion)，群居本能 (gregarious instinct)，社会的安定感 (social security) などといわれ
る，社会関係における人格的なやすらぎの感情 (feeling of personal comfort)，を意味し
ている。
このような誘因の分類は，あらためて言うまでもなく， I便宜的なもの」である。なぜなら
ば，誘因(=争刺戟〉の問題は，一方で‘，人聞をどのように理解し人間の欲求をいかに分類する
かの問題であり，一ーたしかに，後章にて検討するように，人間(したがって，その欲求〉の
理解は現在ではかなり深められてきているがーーかならずしも「決定的なもの」が存在しえな
(57) C. Barnard, op. cit. , pp 142~149. (邦訳， 148-155ページ〉。
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いからである。そしてまた他方で，組織(したがって，企業〉が提供する誘因(報酬〉はそれ
ぞれの組織のタイプや構造によって同一ではありえないのであり，ーその内容は，通常，相違し
ているのである。
ただし実践的には一ーたしかに人聞には個大差があり徴視的にみる士千差万別ではあるが
一一一それぞれの時代において人間の欲求の「最大公約数」がもとめられてきた。それがし、わゆ
る人間モデ、ル(人間観，人間仮説〉である。すなわち，管理の理論や制度は今日までに数多く生
まれてきたが，管理者たちは，人間についてのなんらかの仮説をーもったうえで，それぞれの理
論や制度を適用しできたのだ。この仮説は，上司(管理するもの〉が部下(管理されるもの〉
に接する場合に，本人が意識じているか否かにかかわりなく，指導的な役割を果たしてきたの
である。シェイン (E. Schein) に従えば， íある管理者が管理者としてどの程度うまく仕事
ができるかはその仮説が経験的現実にどの程度合致しているかにかかっている。」 管理の「理
論や技法は，その土台となっている特殊な前提が健全でないことには，実際的価値をもたな
?ちのであり，この根本前提となっているものの見方の 1 つが人間観(仮説〉なのである。そ
して，この人間観(人間仮説〉は，アメリカの管理を代表的にとりあげると，通常，経済人→
本能人→社会人→自己実現入→複雑人，という歴史的変遷のなかで把握されてきた。これは，
(複雑人を除くと〉同時に，経済的欲求→本能的欲求→社会的欲求→自己実現欲求，という変
遷でもあり，経済的欲求(賃金欲求〉が相対的にその重要性を失っていく過程として理解され
ている。
しかしながら資本主義社会で生活しているかぎり， 1 つの「真理」が歴然、として存在して
いると思われる。それは，賃金は働く人々の必ずしも最大の目的ではないかもしれないが最も
重要なものの 1 つである，という(ごく常識的な〉理解，である。たとえば，一般に，賃金は
個人を組織へと引きつけるにあたって重要な役割を果たすが，それはその額が人間の生存に必
要なレベルを超えない範囲にある場合に限定されるのであり，生存のレベルをこえると，賃金
は第 2 義的な地位にしりぞかざるさえない，といわれている。だが，この主張はーーたしかに，
そこには一定の根拠はあるが一一必ずしも説得力あるものではないように思われるのだ。
なぜならば，この点，賃金の心理学的研究が，我々の社会では賃金が万能薬であることをは
っきりと示しているからである。たとえば，ローラー (E. Lawler) によれば，給与 pay (賃
金〉は多くの欲求を充足さぜる手段であり，労働者はそのことを認知している。すなわち，あ
る額の給与はある人々のある欲求の充足の実現にとって「道具性」をもっているのであり(図
2-21参照)， í道具性」として認知される度合が高ければ高いほどまたその欲求が重要であ
ればあるほど，給与(賃金〉の重要性は大きなものとなる，との解釈である。
(58) シェイン著松井賓夫訳『組織心理学』岩波書店， 1975年， 64ページ。
(59) 北野利信著『現代経営のピジョン』評論社， 1977年， 3 ページ。
(60) E. Lawler m, Pay and Organizational Effectives, McGraw.Hill, 1971. (安藤瑞夫訳『給与と
組織効率』ダイヤモンド社， 1972年〕。
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図 2-21 給与の重要性モデル
状況要因
条件連合その他の
学習
生理的欲求に対す
る給与の「道具性』
保障の欲求に対す
る給与の「道具性」
ﾗ 
ﾗ 
社会的欲求に対する絵与の「道具性~I x 
尊敬の欲求に対す
る給与の「道具性」
自律性の欲求に対す
る給与の「道具性」
自我実現の欲求に対
する給与の「道具性J
ﾗ 
ﾗ 
ﾗ 
L 一一ー
下位階層の欲求の充足
および当の欲求自体の充足
(出典〉 ローラー著，安藤端夫訳『給与と組織効率11 41ページ。
もちろん，賃金が人々にとって，なぜ、に重要なのかあるいはどのように重要なのか，という
点では，大きな個人差が考えられるであろう。ある個人にとって賃金が第 1 に重要なのはそれ 1
が彼の保障への強い欲求を充足してくれるためで、あるが，他の人にとってはその理由は彼の尊
敬への欲求を満たしてくれるためで、あり，別の人にとっては賃金によって社会的欲求を満たす
ことはできないので給与の重要度は最下位に置かれるかもしれない。
だが，一般的に言えば，ローラーも述べているように，賃金は「食物，保障，社会的関係，
および尊敬などの獲得に用いることができ，また，ある程度までは，自己実現の欲求も充足す
ることができる」のである。しかもそれだけではなく， í欲求とは，望まれる『成果』の一群
に与えられた名称」であるとするならば，賃金はあらゆる欲求の充足の「道具」となりうるの
である。ただし，ローラーの言うように， í食物や水や尊敬などとは違って，金銭は何か他の
『成果』につながるのでなければ，それ自体で追求されることはなし、」のであり，その意味で，
賃金は経済的要求である，といえるであろう。
ただし，ローラーの主張は，賃金(金銭)が生理的欲求を充足できる「額」を越えると，そ
の意味が「別のものJ になることを示している。そして，このことは，一定額の賃金しか支払
(61) 向上書， 40ページ。
(62) 向上書， 41ページ。
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われない労働者にとって，賃金格差が重要な意味をもっている，ということを示唆しているの
だ。これが「公正な」格差の問題である。賃金をめぐる労働者の不満はすべてその根底におい
て格差に対する不満なのである。
労働者は賃金の極大化を必ずしも志向するのではなく，自己の賃金が「公正であること」を
志向する。この点，たとえば，労働者の賃金評価は， 3 つの基準(すなわち，①生活との見合
い，②仕事との見合い，③よく似た仕事をしている人の賃金との比較〉にもとづいて，おこな
われる，と考えられている。第 1 の基準は，自分の賃金が自分(ならびに家族〉の生活に現実
的に必要な費用に比べて多いか少ないか，どうかということである。第 2 の基準は，自分の賃
金と自分が現におこなっている仕事との比較であり，むずかしくて疲れる仕事をしている人の
賃金とやさしくて楽な仕事をしている人の賃金は同一ではありえないということを意味してい
る。第 3 の基準は所属企業以外の類似職業(より厳密には同一職種・同一熟練度〉の人の賃金
との比較である。そして，このような賃金評価基準は，歴史的には，①→②→③と発展する。
このことは，我々の理解では，労働力の再生産が現実に可能な賃金水準を前提とした， r公
正な賃金格差」の重要性，を強調している。
現代の企業が資本主義企業であるために，賃金はコストの一部としてそれをできるだけ節約
する方向で管理される。しかしながら同時に，賃金は，労働者を労働へと向かわLめ，そして
企業の目的へと統合するための手段で、ある。そのためには(より有効な手段となるためには入
賃金はある一定の水準にあるように管理されるだけではなく， r公正な」格差を設定すること
が必要である。すなわち，モチベーションの立場から言えば，賃金の絶対額だけではなく，む
しろ賃金の格差あるいはそのあがり方が公正か否かが重要で、ある。賃金が有効な「誘因」とし
て作用するためには，個々の労働者の労働貢献と報酬の正しい「等価」交換関係の存在が必要
であり，報酬の大小と労働貢献の質および量の間に明確な関係を確立することが「前提」条件
の 1 つなのである。
組織が存続し続けるためにはそのメンバーの欲求を満たす誘因を提供しなければならない。
だが我々の社会では，すでにあきらかにしたように，賃金=貨幣によってすべての欲求が，あ
る程度ではあるが，充足されうるのである。したがって，そこで働く人々も賃金に(その絶対
額であろうともまたその公正な格差で、あろうとも〉関心をもたざるをえないのである。そして
我々は，ここに，強制的な目的としての利潤追求が(たとえ，必要悪としても)， 賃金の源泉
として，管理されるもののなかに受け入れられていく「基盤」を見出すことができるのだ。な
ぜ、ならば， r組織が個人に満足を与えうるだけの誘因を提供しうるには，個人の貢献によって
(63) I給料をめぐる労働争議はすべてその根底において格差をめぐ号争議であるιj (~~ J明山号， fﾟJtｭ
itable Payment, John Wiley & Sons, 1961, p. 27.) 
(64) 小川登稿「賃金の根本問題一一公正な賃金一一J <桃山学院大学経済経営論集} 19巻 l 号， 6~lO 
ページ。
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従業員の基本的欲求と労務管理主要領域との関連
「賃金水準一賃金管理
生活の確保ー|
」雇用の安定ー労使聞の調整管理
経済的/物質的\_1 í労 働 時 間一労働時間管理
欲求L欲求)-1 1-I-=n-.<:b.Al_d""<?1 1"-、 I L_生活の安全と安定ート作 業 環 境一安全・保護・衛生管理
」レクリエーション 福利厚生管理
生活の老後保障 退職管理
一昇進制度一昇進管理
一賃金形態ー
一独立人格承認に関する欲求→-賃金水準-1-賃金管理
他から独立した れ. I 社会的な信望をえたい ト賃金体系一
一教育・訓練一教育・訓練管理
議葉(;flP票)十社会的役割遂行の欲求一一一経営参加一経営参加制度
E 自分の所属する機関にとって不可欠の要素である
という自覚を持ち，自律的に判断，行動をしたい
一意思決定に対する参画への欲求一経営参加一経営参加制度
自分の意思をどういう方法でか経営に反映
させたい。
安全確保への欲求 意思の疎通→意思疎通管理
同僚との聞に良好にして，親密な人間関係
を持ちたい.
組織目的が実現され，組織的成果が生産され」ることが前提になるが，その「成果」の最大の
ものが，いうまでもなく，利潤の実現であるからである。かくして，現実の資本主義企業では
どうしても「資本の論理」が前面にでてしまうのであり，管理は資本の側からの操作におちい
りがちとなり管理されるもの c=争従業員〉は「会社本位」の行動をとらざるをえなくなるので
あり，現実には，人間は，パターン化された存在，端的に言えば，なによりもまず賃金によっ
て行動が規制されるーーただし，その額だけでなく，正しい公平な格差も大きな意味をもっ
一一人間，として生きざるをえない，ということになる。
しかしながら，他面で，管理されるものも一人の「人間」として多面的な存在である以上，
たとえ，そのような存在として現実の企業において生きることができず，経済人の「枠」から脱
けでることが不可能であるとしても，多面的な存在(すなわち，多様と欲求をもった人間として
の存在〉を現在では完全に無視することができなくなってきていることも事実である。そして
この点，たとえば，今日では，管理される人々の欲求が，労務管理制度との関連で，うえのよ
うに整理されている。このことは，管理されるものの欲求の多様性に対応する形で，動機づけ
機能の一面的解釈が，現象的には(少なくとも制度的には)，否定されていることを示している。
(65) 山本他編，前掲書. 133ページ。
(66) 奥村宏著『法人資本主義一一「会社本位」の体系一一』御茶の水書房， 1987年。
く67) 兼子宙他著『勤労意欲』大日本図書. 1968年. 207ベージ。
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組織が個人の貢献(協働意欲〉を確保する方法には，バーナードによれば， 2 つある。すなわち，誘
因の方法と説得の方法，がそれである。
組織は，個人の協働意欲に見合った誘因を 図 2-22
提供しえない場合には，個々人の欲求を説得
によって改変しようとするのであり，これは，-- ~ ー "J I トーー---ー客観的側面
組織は，個人を組織に参加させ続けるために
は，客観的誘因を与えるかあるいは主観的態
Iltに改めさせるかによって，個人の貢献以上 "'...j日.:': I一一一主観的側面
の誘因を提供しなければならない， というこ
とを意味している。(出所〉 島田恒著『日本約経営の再出発j]， 94ページ。
説得の方法として，つぎのようなものが考えられてい2
(1) 強制的状態 (coercive conditions) の創出。強制は，たとえば，みせしめによる説得の手段とし
て，組織に対する個人の貢献を排除する (exclude) ために用いられるが，個人の貢献を獲得する
(secure) ためにも使われる。
(2) 機会の合理化 (rationaliza tion)。この方法は，現代の活動において，非常に重要なものの 1 つで
ある。合理化にはつぎのような 2 つの程度 (degrees) がある。
① 一般的 (general)合理化一一社会組織全体の表現。
② 特殊的 (specific) 合理化一一一個人や集団を納得させようとするもの。
(3) 動機の教導(inculcation of motives)。この方法はもっとも重要な説得形式で，公式的には若者
の周到な教育 (deliberate education) の過程であり，成人に対する宣伝 (propaganda) の過程で
ある。
一般的にも「誘因を提供するにせよ，説得を行うにせよ，いずれの場合にも組織は本来的な
困難に遭遇する」と言われているが，このことは，特に，資本主義企業という組織(協働体
系〉にあてはまるであろう。なぜ、ならば，本当の共通の目的が存在しえなし、からである。ただ
し，上述のような「誘因と貢献の均衡」理論に従えば，組織(したがって，管理するもの〉が
組織メンバーに彼らの貢献に等しいかあるいはそれよりも大きい誘因を与え続けることができ
るかぎり，その組織はそれなりに存続していくのである。そして，このことは，それによって，
一定の目的の最低限の達成が制度的に保障される途が開けたことを意味している。しかしなが
らそれはそれだけのことなのであり，そのメンパーがさらに「意欲的に仕事をするかどうか」
はまた別の事柄なのである。動機づけ(モチベーション〉の問題に今日(体制を問わず〉多大
な関心が寄せられているのは，まさにこのためで、ある。
第 4節統制
1. 統制の内容
マネジメント・サイクルの最後の要素は統制で、ある。管理するものの職能としての統制は，
常識的な理解では，企業目標(すなわち，そのような目標の達成を意図した計画〉を成就する
(68) C. Barnard, op. cit., pp. 149,..,_,153. (邦訳， 155""-'159ページ〉。
(69) 山本他編，前掲書， 142ぺ}ジ。
(70) 土屋守章著『現代企業入門』日経文庫， 1979年， 131ページ。
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ために，管理されるものの業績を評価し修正することである。したがって，それは，通常，計
画の標準に対し達成度合いを測定し，計画に従って目的が達成されるように，計画からの逸脱
を是正することを意味する，と定義されている。この統制は組織にとって，その目的達成のた
めに必要不可欠であるだけでなく， (1)人聞には間違いが避けられないこと， (2)権限を部下に委
譲しなければならないこと， (3)組織をめぐる環境の変化が激しくなってきていること， (4)組織
が複雑になっヱきたこと，などの理由から，その重要性を益々高めてい22:
このような統制は，計画化や組織化と比べると，経営管理上，いままで必ずしも充分な注意が払われ
(73) 
てきたわけではなかった。だが〈その内容として，基本的には，評価とフィードバ γ ク，を含む〉統領i
はあらゆる組織体に必要なのであり，今日では，経営者や管理者がおこなう企業活動に対する統制とし
σのての経営統制 (management control)が注目を集めている。
統制には，基本的には， 3 つのタイプがある。すなわち，
(1) 運営コントロール(すべての業務が完了するまでに，結果が予想され必要な措置が採られる)，
(2) イエス・ノー・コントロール(作業が審査テストに合格するまではつぎのステップにすすめない)，
(3) 事後コントロール(行為が完了し，その結果が測定され，標準と比較される)，
く75)
が，それである。ただし，ある特定の一部門ないし主要活動を統制するためには上述のすべてのタイプ
のコントロールが必要であるが，建設的な効果を最大に発揮する機会を提供するのは運営コ γ トロール
(76) 
である，といわれている。
このような定義は，統制という管理機能が， (1)標準の設定， (2)業績の評価， (3)是正的措置，
σの
という一連のプロセスからなっていることを示している。
(1) 標準の設定
統制をおこなうためには，現在おこなわれている活動やすでに完了した活動の結果がどのよ
うなものであるかを知らなければならなし、。これが業績の測定である。ただし，その測定がお
こなわれるためには，標準が明確にされていることが前提条件である。計画化活動によって，
組織全体ならびにその個々の部分の目的・方針・手続などが確立されるが，それぞれの担当部
分がそれらをどの程度達成することができたか(すなわち，実際の達成度〕を一定の方式で表
(71) H. クーンツ &c. オドンネノレ著大坪檀監訳『経営管理(5)~ マグロウヒル好学社， 1979年， 4 ペー
ジ， 12ページ。
(72) J. Stoner, Management, Prentice.Hall, 1982, pp. 594.......,595. 
(73) Iすくなくとも，アメリカにおいては，従来コントロールに対する考え方なり，技法なりがプラン
ニングの進度についていけなかったことは事実である。J (W. ニューマン著高官晋監訳『戦略的経営
とコントロール・システム』マネジメント社， 1979年， viページ〉。
(74) たとえば， New Perspectives in Management Control, Edited by T. Lowe and J. Machin, 
Macmi1lan, 1983がこれを示している。
く75)._J. .stonerト op_.cÏt. ， PP. 597 . .......,598. 
(76) H. Newman, K. Warren, J. Sclillee, The Process of Management, Prentice-Hall, 1982, 
pp. 464-465_ 
(77) Ibid. , p. 485. 
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現できるように工夫されたものが必要なのであり，一それが統制のための標準で、ある。
(2) 業績の評価
統制プロセスの第 2 の段階は，前の段階で測定された活動の結果や実績をあらかじめ定めら
れた標準と比較して評価することである。この点，通常，組織階層主の上位者が下位者の評価
をおこなうことになる。たとえば，社長が副社長の実績を評価し，副社長が部長を，部長が課
長を，課長が係長を…として，組織階層の上から下に向って評価が有こなわれる命令ただしそれ
だけでなく，行為者自身が自分のおこなった活動について，実績と標準を比較してF評価する，
という自己評価も考えられる。また，第 3 者的・中立的な機関(たとえば，予算委員会)によ
る評価もありうるであろう。
(3) 是正的措置
活動の測定結果が標準と比較・評価され，一定の許容限度以上の逸脱が発見された場合，こ
の逸脱を解消させるような是正的措置が講℃ちれるJこれが統制プロセスの第 3 の段階である。
すなわち，活動の結果と標準との聞に大きな「ズレ」が発見されたならば，この「ズレ」をひ
きおこした原因が検討され，この原因を除去しうるような処置が講じられるのだ。そしてこの
段階において，統制という機能はその他の管理上の機能と密接に関連してくるのである。たと
えば，標準からの逸脱がある場合，目的(したがって，計画〉を変更することによってそれが
是正されることもあるし，組織構造を改善することによって是正されることもある。この意味
で，是正は単なる統制の段階にとまるものではなく，他の管理プロセスがそこからはじまる
「点」なのである。
統制は，伝統的には，ただ「計画に近づけば近づくほど良い」と把握されてきた。だが近年
では，企業活動の環境の不確実性を前提にして，計画設定後に環境状況の変化がおこれば計画
を遂行する部下が自分で計画を修正しその修正した計画に適応していくことが望ましい，とい
う「条件適合」的な考え方が生まれ，伝統的な統制観は修正を迫られてきている。ただし修正
すべき点はそれだけではなく，すなわち，組織の存続には有効性と能率の達成が必要で、あるこ
とを考えるならば，統制は単に経営計画が遂行されたか否か(=争有効性〉の統制だけでなく，
組織メンパーの欲求が実現されたか否か(今能率〉の統制をも，当然、のこととして，含まなけ
ればならないのである。したがって，本書の理解では，統制の本質は，執行機能が計画と合致
しておこなわれるように(すなわち，組織の目的が達成されるように，あるいは必要な場合に
は計画を修正しながら)， しかも組織メンバーも満足するように，執行活動を規制すること，
にある。
かくして，いままでの統制の内容(定義)は修正され再構築されなければならないであろう。
α8) 車戸実著『経営管理過程論』八千代出版. 1981年， 225~230ページ。
(79) 中村常次郎編『経営学原理』法学書院， 1977年， 122ページ。
(80) 近藤恭正著『予算管理論』中央経済社， 1980年， 66~67ベージ。
(81) 車戸実著，前掲書， 224ページ。
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図 2-23
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(出所) 車戸実著『経営管思晶程論11， 225ページを修正。
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統制とは，現在の活動があらかじめ計画された標準から逸脱しないようにそして同時に組織メ
ンバーがその活動のなかで自己の欲求を充足できるように(また必要ならば計画それ自体を修
正することによって組織の目的の効果的な実現をめざして〉おこなわれる管理上の 1 つの機能
であり，そのために現在の活動を測定し，計固化された標準と比較して，許容限度以上の逸脱
がある場合には，また組織メンバーの欲求が充足されていない場合には，これを解消するよう
な，ないしは計画そのものの修正が必要な場合には，その修正を考慮、に入れて，是正的方策を
とることを指図すること，である。そして，これはうえのように図示できるであろう(図 2-
23) 。
この点，現在企業で統制機能を実際におこなう場合に用いられている技法にはどのようなも
のがあるのであろうか? それは，たとえば，主として組織体の全般的統制に対して適用され
る統制技法としての， (1)予算統制， (2)会計的・統計的分析による統制， (3)監査制度による統制，
に代表されるであろう。ただし，これらはいずIれも組織の目的がどのように執行されたか統制
するための技法であり，その目的を達成するための一連の活動のなかで、個人の欲求がどの程度
達成されたかをチェックする技法は必ずしも充分に展開されていないのである。ここにも資本
主義企業の「本質」がよくあらわれている。以下の行では，そのことを考慮に入れて，統制の
代表的な技法として，予算統制をそしてモラーノレ・サーベイを紹介しそしてそれを検討するこ
とにしTこし、。
2. 統制の技法
(82) 向上書， 230ページ。
(83) r統制の方法として代表的なものは予算による統制〈予算統制〉でゆる。J (高柳暁他編『経営学
( I)~有斐閣， 1977年， 109ページ。
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2.1. 予算統制
経営管理の 1 つの機能としての統制に広く利用されてきたのが予算で、ぁ忽予算とは，収支
・支出予算，資本予算のような，予想される業績を財務数値で表わした一覧表，であり，ある
いは直接労働時間予算，原材料計画，販売計画，生産計画，のような，非財務数値で表わした
一覧表，であり，これによって，管理者は，彼らの計画がどの程度の資本支出を必要とするの
か，また誰によってどこまでおこなわれるのか，について明確に把握することができるのだ。
〈計画の具体化を意味する〉予算には，多種の多様な計画に対応して，数多くの種類がある。
だがそれらはつぎの 5 つの基本型に分類される。
(1) 収入・支出予算
これは企業の収入と営業支出計画を金額で表示したものであり，企業の最も一般的な予算で
ある。そしてそのなかでも販売予測を詳細に示した販売予算が最も基本的なものであり，それ
が予算統制の基礎になる。
(2) 時間，スベ}ス，原材料，および製品予算
多くの予算のなかには貨瞥単位よりも物的単位を使用した方がうまく表示できるものがある。
たとえば，直接労働時間，機械稼動時間，原材料数量，生産数量，についての予算がそれであ
れ人員に関して言えば，労働時間，あるいはマン・デイズの単位で予算がくまれる。
(3) 資本支出予算
これは，工場，機械，設備，在庫，などの項目に対する資本支出を具体的に表示したもので
ある。
(4) 資金予算
これは現金の実際の動きを突きあわせて評価するための現金の受け取りと支払いについての
予測である。
. (5) 貸借対照表予算
これは将来のある特定の時点における資産・負債および資本勘定の状態を予測するものであ
る。
予算統制とは，そのような予算を統制の「道具J として利用すること，すなわち， I現在な
にが行われているかを確認し，その結果をこれに対応する予算データと比較することによって，
結果を承認したり，差異を是正するプロセス」である。これを図示するとつぎのようになる
(図 2-24) 。
(84) r予算が多くの統制プログラムのなかで最も基本的なものとして位置づけられているのは，あえて
いうまでもなく，それがお金というタームで表現されているからであり，そのことが利益志向の企業
に好まれる本質的な理由であるoJ(J. Stoner, op. cit. , p. 619.) 
(85) グーンツ&オドンネノレ著大坪訳，前掲書， 51ページ。
(86) 向上書， 51"'-'53ページ。
(87) 車戸実著，前掲書， 231ページ。
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図 2-24 予算統制のプロセス
短 フ
ド二h
イ計画化|語 Jドf フ
イ
‘Y 
クド
I~ コ
、J 
ト
口
)1,. 
(出所〉 草戸実著，前掲書， 233ページ。
この予算統制は，それが， (1)計画の質的改善， (2)調整の促進， (3)総合的統制，に貢献するこ
とが認識されて，多くの企業において実施されている。
2.2. モラール・サーベィ
管理するもの(経営側)が管理されるものとしての従業員の様々な欲求がどの程度充足され
ているかを，間接的にではあるが，把握する「技術」として，モラール・サーベィをあげるこ
とができる。これは，直接的には， I企業内の職場環境に対する従業員の感情や態度」をあき
らかにするために実施されるものであり，今日いくつかの方法が知られている。
モラーノレ (morale) とはラテン語のモース (mõs) [風俗，慣習〕からはじまるフランス語のモラーノレ
(le moral) に語源を有する言葉であり，本来は「軍隊の志気」を意味するもので、あった。そして，これ
が企業においては「個々人および組織の精神的状態」を意味する産業モラー fレ (industrial morale) に転
化し， 1920年代には労働移動の増加，労働災害の増大等々を背景としながら「従業員モラーノレ (emplo­
yee morale)J として一般化し，会社への忠誠心，帰属感，労働意欲の育成と関連してモラールの維持・
(88) W. Hewman, Administrative Action, Prentice-Hail, 1950, p. 411. 
く89) モーラーノレ~ -lj-~ーベイは大別すると 2 つに分けられる。
(1) 従業員の客観的活動や成果を統計的あるいは事倒的に求めるもの。
(2) 従業員の企業や職務に対しでもっている態度を調査・測定するもの。
(1)は，生産高，欠勤・遅刻・早退の率，事故災害などの統計的資料や苦情・提案，退職者面接，組
織内の心理相談室などに現われた事例から推察するものである。
(2)は，面接法，質問紙による質問法，投映法，観察法などが用いられる。
〈森田一寿著『経営の行動科学』福村出版， 1984年， 94ページ〉。
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高揚が重要視されるようになったのである。
だが今日でも，モラーノレをめぐ、って必ずしも一定の明確な定義が存在しているわけではなく，それは
様々に解釈されている。たとえば，それは， r職場集団への帰属感情(あるいは一体感・団結感)j， r職
務への満足感j ， r安全・承認・自尊・帰属の 4つの要求の充足状態j， r忠誠心，協力心，勤労意欲の
3要因から構成される企業の魂j，.. r集団成員の行動を特徴づけているその集団特有の集団精神j， r労
働主体が企業内外の物理的，技術的，経済的，社会・心理的諸環境に対して形成する態度J， などとし
て定義されている。ただし，モラールが，従業員を取り巻く職場環境〈広い意味での〉に対するかれら
の態度と感情の状態をさし，また，企業目的の達成に必要な従業員側の自発的協力に対する心構えを示
(91) 
すものであるという点に関しては，多くの研究者の聞で見解の一致がみられるようである。
また今日では，モラーノレと同義語として職務満足 (job satisfaction) を多用されることが多いが，そ
れらは，たとえば，つぎのように区別されるものである。 r職務満足はある人の職務あるいは職務経験
の評価から生じる気持の良いあるいは積極的な感情上の状態である。モラーノレはしばしば満足の同意語
としてつかわれるが，それは別の意味をもっているのだ。それは『満足の態度，続けていこうとする望
み (desire) ， 特定のグループあるいは組織の目的をめざして努力しようとする意思』として定義され
るであろう。」
モラーノレ・サーベィの方法として広く利用されているものは(面接法とセットになった〉質
問紙法である。ただし，その質問紙法も，モラーノレの状態を示す指標としていかなるものを重
要視するかによっていくつかのタイプに区別される。ここでは， r日本の代表的なモラール・
サーベイ 1 といわれる NRK (日本労務研究会〉式モラール・サーベイと(それを補う形で生
まれた) KOMS (慶応産研式〉モラール・サーベィに注目 Lその統制手段としての意義につ
いて検討することにしたい。
NRK式モラール・サーベィはシカゴ大学産業関係研究所の SRA (Science Reserch Asｭ
sociation) が作成した Employee Inventory の，わが国への適用・普及を目ざして，開発さ
れたものであり，昭和30年10月に一応その形式の完成をみている。
この方式では，モラールがつぎ、のように解釈されている。すなわち， r(1)モラーノレとは，一
定の集団に特有の集団精神 (group mind) で，自然、に集団に生成し，持続的に成員に浸透L
て，集団ならびに成員の行動(ものの考え方も含めて〉を特色づける精神的要因である〔社会
規範的性格] 0 (2)モラーノレの，集団ならびに成員の行動に対する規範性は，それが集団を支配
する行動原理となるという点に見出せる。すなわち，成員は集団をなし集団に属する限り，個
人目的よりも集団目的を優先させ，一定の集団行動に従うように促される。換言すれば，集団
目的へ従属するように指向される。モラーノレは，その指向の規準である〔指向性] 0 (3)モラー
(90) これに関しては，木元進一郎著『人事管理論の基礎』泉文堂， 1977年， 38~40ページに適切に整理
されている。
(91) 佐野勝男他著『慶応産研式モラール・サーベイ』金子書房， 1978年， 24ベージ。
(92) R. Osborm, J. Hunt, L. Jauch , Organization Theory: An Integrated Approach , ]ohn 
Wiley &. Sons, 1980, p. 78. 
(93) 森田一寿著，前掲書， 96ページ。
(94) たとえば，その他に尾高邦雄氏を中心として作成された尾高式モラーノレ・サーベイ，世論科学協会
によって開発されたYKK式モラール・サーベイ，が有名で、ある。
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ルは，集団ならびに成員を，集団目的の実現，すなわち当面の目標に向かつて推進させる原動
力である。モラールは，理知的もしくは批判的というよりは，多分に感情的，意欲的な力で，
集団ならびに成員を" -定の目的に向かつて推進させる原動力である〔原動性JoJ，と。
そして，この方式は，そのような理解のもとで，モラールを 5 つの分野と 14のカテゴリーで
とらえようとしている。
I 職務と作業条件 1 仕事の負担
2 職場の設備
五経済的報償 3 給与
E 人の関係
町作業能率
V 個人的満足感
4 福利厚生
5 同僚との関係
6 上役との関係
7 幹部との関係
8 上役の行なう管理
9 幹部の行なう管理
10 意志の疎通
11 地位の安定
12 地位についての満足感
13 会社との一体感
14 昇進向上の機会
.これに対して， KOMS モラール・サーベィでは，モラールとは， I職場環境内の個々の対
象(たとえば，会社・上役・仕事・賃金等々〉に対する，従業員の個々の感情や態度をさす概
念ではなく，それらの諸感情や諸態度の結集的全般的状態に関して用いられる概念である。ま
た，それは，従業員の単なる満足感の状態を意味するものでなく，日常の職務活動へのかれら
の積極的参加を促すような協力的態度を意味する概念である。いいかえるならば，モラールと
は，企業活動をささえる 1 つの重要な支柱である人間的要素の，全般的機能状況を反映する概
念であり，他方それは，現行の人事管理方式の成否を判断する有効な指標で、もあ忽」 との理
解のもとで，つぎのような態度が調査され，モラールが測定されている。すなわち，
白 A 会社(企業体)および経営幹部に対する態度
B 職場に対する態度
C 上役に対する態度
D 同僚に対する態度
(95) 佐野他著，前掲書， 33ページ。
(96) 森田一寿著，前掲書， 94ベージに詳しい説明がある。
(97) 佐野他著，前掲書， 24ページ。
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図 2--，-25 各調査方法のもつ特徴
法紙質
411116
深
+一一一広さ一一ー一
:-1 広く浅い層の知識を狙うのに最適。
・・・:::::5::::::子 実施容易。集計容易。
質問紙法よりは深い層の知識を犯いうる。
実施は質問紙法と同様に容易。集計にはやや時間
を要する。
路面法)
さらに深い膚の知識を狙いうる。
実施には熟練を要する。時間もかか否。
(出所〉 佐野勝男他著『慶応産研式モラール・サーベイ~. 40ページ。
E 仕事に対する態度
F 作業条件(設備・安全〉に対する態度
G 社内コミュニケーションに対する態度
H 人事考課・人事異動に対する態度
I 賃金・ボーナスに対する態度
J 厚生施設・制度に対する態度
K 組合に対する態度
がそれである。
ただし，このKOMS モラール・サーベィは(-定の態度がなぜ生じたのか，という点にま
で深く立入った分析がで、きないこと，機械的なステレオ・タイプ的反応をまねきやすいこと，
などの〉質問紙法の欠陥を補うために考えだされたものであり，それは，通常，質問紙法，略
画法，文章完成法，から構成されている。略画法は絵画に描かれた欲求不満場面を通して投射
される個人の反応を分析することによってその人のパーソナリティを測定するテストであり，
文章完成法は，短かい単語や文章を与えてそれによって思いだすことを自由に書かせその文章
に投射された反応の分析から個人のパーソナリティや能力を評価するテストである。これらは
そラール調査の信頼度を高めることを目的として質問紙法と併用されるものであり(図 2 -25) , 
それぞれがモラールの測定にあうように修正されて利用されている。
モラーノレ・サーベィは「理想的には，職場環境内のあらゆる対象に対する従業員の感情や態
度のすべてについて行なわるべきものであるが，……通常，企業のモラーノレを規制する諸要因
の中で，とくに重要と考えられるいくつかの要因について行なわれている」にすぎない。これ
は実際にはすべてについておこなうことが不可能であるためで、あるが，それだけではなく，モ
ラーノレの規定要因として必ずしも同ーのものが認識されていないことの反映でもある。このよ
(98) 向上書， 37'"'-'41ページ。
(99) 向上書， 25ページ。
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表 2ー1 モラールの規定要因〈主なる学説〉
研究者・報告者| 因子分析などにより導き出されたそラ一規定要因 |年次
M. Haire 仕事に対する興味・同僚・給与・監督 1941 
]. C. warthy トップマネジメントの思想・仕事に対する興味・給与・同僚 1942 
興味ある職務・功積に対する承認・適正な賃金・上司の理解と感
]. S. Fosdick 謝・個人的事情の相談・功積による昇進制度・作業環境の快適性・ 1945 
職業の安定
H. Hyman 
職務満足・職務の要求・生産の順調、・公正な監督・給与・恵まれ
1947 た昇進機会・安全で衛生的な環境
E. E. Ghiselli 職務の水準・社会的地位・経済的報酬・監督・年齢 1948 c. W. Br?n 
D. Katz 職務満足・作業集団の誇り・賃金および昇進機会の満足・帰属感 1950 
]. S. Gray 
公正な給与政策・政策決定への集団参加・有効なコミュニケーシ
1951 ョン・労働環境(社会的・生理的〉の調整
R. K. Burns 職務と作業条件・経済的報酬・人間関係・管理の効率・個人的満
1952 I DG. Moore 排感
Fortune 誌 住事に対する興味・働かされ過ぎないこと・老後の生活安定・昇 1955 進の可能性・功績が酬いられると Lづ信頼
(出所〉 安藤瑞夫著『産業心理学』新躍社， 151ページを修正。
うな傾向はモラールの重要性が実証的に確認、されたホーソン実験以来続いている。たとえば，
1940年代から50年代には，表 2-1 のように，モラーノレの規定要因が考えられていた。ただし，
この表からも，モラールの規定要因として，賃金 (wage)，給与 (pay) もしくは経済的報酬
(economic compensation) といった表現にこそ差はあれ，金銭的要因が一例の例外もなく
挙げられていること，そしてこれに次いで?職務 (joめないし佐事 (work) ， および監督
(supervition) ，の要因がきわめて高い一致度をもって挙げられていることを確認することがで
きるであろう?このことは，協働意欲を引きおこす誘因がモラールの規定要因となっているこ
とを示しているのだ。
そしてまた他方で，モラール・サーベイの積極的な意義として，
(1) 広し、意味での職場環境に対する従業員の態度や感情の全般的状態についての理解を深め，
また，企業目的達成に対するかれらの協力体制を認識し，さらに，それらの知識や情報から，
企業の経営政策や人事政策の決定および変更の基礎資料が収集できること，
(2) 発表された調査結果をみて，従業員が所属集団の現実的規範をはっきり認識できること，
(3) 経営者がすべての従業員のよき相談相手であり，つねに従業員の福祉に関心を持っている
ということを，企業内に広く認識してもらえること，
(4) 管理者層と従業員の間のよきコミュニケーションを促進するための 1 つの手掛りとなるこ
と，
(時調査結果から，ー監督者訓練の訓練目標が示唆されること，
(100) 安藤瑞夫著『産業心理学』新曜社， 1975年， 150ページ。
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(6) 良識ある多くの従業員たちから，建設的な意見や批判を求められること，
(7) 従業員の心の底に沈敵してる不平不満を表に吐き出させ，かれらの日ごろのフラストレー
ションを軽減させることができること，
(8) 労働組合との話合いの基礎資料を収集できること，
が認められている。
これらのこと(すなわち，誘因がモラールの規定要因になっていること，そしてモラール・
サーベィの意義〉は，モラール・サーベィが能率の統制のための「基礎資料」となりうること
を示していると思われる。だが現実にはいくつかの理由で，モラーノレ・サーベィが経営側から
(そして労働組合からも〉必ずしも歓迎されていないことも事実なのである。そのような理由
とは，たとえば，
(1) わずかな時間に，数枚の紙ベラに書きこまれた事柄から一体何がわかるのか。だいし、ち，
従業員が調査用紙にまじめに回答し，かれらの本心をありのままに反映させるか否かは，は
なはだ疑問である。
(2) かりにこのような疑念が解消されたとしても，一般的にいって，モラーノレ・サーベイの結
果からは，現状がどうであるかについての情報は得られたとしても，なぜそう L、う現状がで
きあがったのか，また，その現状を改善するにはどうしたらよいのかといったことについて
の，深く掘り下げた情報を得ることは，なかなかむずかしL 、。
(3) モラール・サーベイは，これまで、せっかく埋もれていた従業員の不平不満を掘り起こす結
果になりかねない。また，企業の行なう経営政策や人事政策のなかには，たとえそれに不平
不満があったとしても，どうしようもない事柄がたくさんある。たとえば，生産の合理化，
2 交替制の採用，賃金，人事考課，人事異動などに関する政策は，従業員の聞にどんなに不
平不満があったとしても，そう簡単にこれを変えることはできなし、。こういった類の不平不
満を調べてみたところで，それはかえって薮蛇になるのではないだろうか。
(4) モラーノレ・サーベイを行なったところで，従業員からそう建設的な意見は望めない。得ら
れるのは不合理な回答と無責任な批判だけである。
(5) 調査結果が労働組合によって，会社攻撃の武器に使われる恐れがある。組合は自分たちの
都合のし、し、ようにしか結果を解釈しないだろう。
(6) 調査費用がかなりの額に達する。調査にかかる直接経費は大した金額で、はなくとも，調査
を受ける数十分の間，従業員を生産ラインから切り放さなければならない。この間のオポチ
ュニティ・ロスは，計算するとばかにならない。
(7) ときとしては，調査結果に管理者層の無能さがはっきりと現われ，従業員の管理者層に対
する不信感がさらに強まh 職制を通じてのりーダーウップが弱体化する恐れがある，
に代表されるであろう。
(101) 佐野他著，前掲書， 25ページ。
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これらの理由(特に， (3) と (5)) から，げ)経営側が暗黙のうちに企業内において従業員の欲求
が満たされていないことを一一一これは，ある意味では，当然のことではあるが一一認めている
こと， (，ロ)そして，そのように経営側が認識しているにもかかわらず，そのような不満に対して
積極的な対策をとろうとはしないこと，を読みとることができる。
かくして，モラール・サーベイの現実は，それが能率の統制の手段として利用されればそれ
なりの成果をあげる可能性をもっているにもかかわらず，現実にはそのように機能させられて
いない，ということを示している。 (未完〉
(付記〉本章は当初『奈良産業大学紀要・第 6 集Jl (平成 2 年12月発行〉に掲載されるはず
であったが，ある事情のためそれが不可能になったために， )l頂序が逆になったが，本号に掲載
することになった。
(102) 向上書， 26ページ。
く103) これについては，モラール・サーベイの結果と管理層研修あるいは新人事制度への展開の関連が
示唆されている，雨宮新稿「経営変革期における新人事制度推進のためにJ CW労務研究.n 33-8 , 
1980年〉を参照のこと。
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